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日 監 第 ４ ２ 号 

令和６年(2024 年)8 月 14 日 

 

 日 野 市 長 

   大 坪 冬 彦  様 

 

日野市監査委員   福 島  基 

 

 

                  日野市監査委員   中 嶋 良 樹 

 

 

  令和５年度日野市各会計決算及び 

各基金の運用状況審査意見について 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第２項及び同法第２４１条

第５項の規定に基づき、審査に付された令和５年度日野市一般会計及び各特別会

計歳入歳出決算並びに各基金の運用状況を審査した結果、次のとおり意見を付し

ます。 
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   ② 予備費充当の状況・③ 予算の流用状況  - - - - - - - - - - - - - -   ５７ 

 ７ 実質収支に関する調書  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   ５８ 

  ⑴ 実質収支の比較  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   ５８ 

  ⑵ 単年度収支の比較  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   ５９ 

 ８ 財産に関する調書  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   ６０ 

  ⑴ 公有財産  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   ６０ 

   ① 土地及び建物  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   ６０ 

   ② 有価証券  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -   ６０ 
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イ 文中に用いる金額は、原則として千円単位で表示し、単位未満を四捨五入した。

そのため、合計等と符合しない場合がある。 

ロ 比率（％）は、原則として小数点以下第２位を四捨五入した。 

ハ 構成比率については、内訳の計が１００.０％とならない場合がある。
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令和５年度日野市各会計決算及び 

各基金の運用状況審査意見書 

 

第１ 審査の概要 
 

１ 審査の種類 

  地方自治法第２３３条第２項及び同法第２４１条第５項の規定による審査 

 

２ 審査の対象 

⑴  令和５年度日野市一般会計歳入歳出決算 

⑵  令和５年度日野市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

⑶  令和５年度日野市土地区画整理事業特別会計歳入歳出決算 

⑷  令和５年度日野市介護保険特別会計歳入歳出決算 

⑸  令和５年度日野市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

⑹  令和５年度各会計歳入歳出決算事項別明細書 

⑺  令和５年度各会計の実質収支に関する調書 

⑻  令和５年度財産に関する調書 

⑼  令和５年度各基金の運用状況を示す書類 

 

３ 審査の期間 

  令和６年７月３日から令和６年８月５日まで 

 

４ 審査の着眼点及び実施内容 

  審査にあたっては、市長から提出された一般会計、各特別会計の決算書及び付

属書類並びに基金の運用状況を示す書類等について、地方自治法等関係法令に準

拠して調製されているかどうか、決算の計数は正確であるか否かを検証するとと

もに、予算は適正に執行されているか、基金は適正に運用されたか等を主眼とし

て、関係書類、帳票類との照合その他通常実施すべき審査手続きにより実施した。 

なお、本審査は日野市監査基準に準拠し実施した。 



―2― 

 

第２ 審査の結果 

 

１ 総 括 

 ⑴ 総合決算の概要及び総括意見 

   令和５年度日野市一般会計及び各特別会計の歳入歳出決算の総額は、表１に

示すとおりである。 

   審査に付された各会計の決算書及び決算付属書類は、地方自治法及び関係法

令の規定に従い、会計原則にそって作成されている。総括的に予算の執行状況

をみると、地方自治法及び関係法令等に基づき事務処理がなされ、概ね適正に

執行されていることが認められた。 

   更にこれらの計数についても、関係諸帳票及び証書類と照合した結果いずれ  

も符合し、また出納閉鎖日（令和６年５月３１日）現在における令和５年度歳

計剰余金と、指定金融機関が発行した証書類とを照合検算した結果、その金額

は合致しており、当年度における決算を適正に表示しているものと認められた。 

   なお、当初予算に係る重点施策その他の事業については、新型コロナウイル

ス感染症の５類移行、物価及び人件費の高騰等により、当初の予定から変更せ

ざるを得なかったものはあったが、事業執行について地方自治法及び関係法令

の規定に基づいて概ね適正に処理されており、概ね所期の目的が達成されてい

るものと認められた。 
 

 

 

 

表１ 

令和５年度一般会計及び 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決　算　額 構成比 収入率 決　算　額

78,424,490,000 78,211,664,531 65.7 99.7 74,321,654,425

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計

土 地 区 画 整 理 事 業

特 別 会 計

介 護 保 険

特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計

合 計 41,278,369,000 40,917,117,664 34.3 99.1 40,184,266,363

119,702,859,000 119,128,782,195 100.0 99.5 114,505,920,788

　　　　　 　 区　　分

　会　　計
予 算 現 額

17,009,775,473

109.7

98.3

歳

16,014,649,568 13.4 15,844,345,14798.3

総 合 計

100.2

一 般 会 計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

5,416,619,3785,436,619,000 5,448,876,352

17,513,255,000 17,211,399,697

2,044,115,000 2,242,192,047

16,284,380,000

1.9 1,913,526,365

歳　　　　　入

14.4

4.6
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令和５年度の重点施策と取り組み 

〇未来を担う子供たちを応援 

子ども包括支援センター「みらいく」建設工事、ヤングケアラーの実態把握と支

援、小児科医・産婦人科医・助産師によるオンライン相談、出産後の見守り支援、

幼児教育・保育連携推進プロジェクトチームの立ち上げ、ＴＧＧ（体験型英語学

習施設）での校外学習、小学校体育館エアコン整備、トイレ改修 

〇多様な存在と、幸せのタネを育てあう日野 

補聴器購入費助成 

〇持続可能な、市民ニーズに対応する公共施設マネジメント 

公共施設等総合管理計画に基づく個別計画策定推進、第一小学校建替え準備 

〇次世代につなぐ地球環境問題対策 

気候市民会議の開催、ハウス栽培における温室効果ガス排出削減の取組、庁用車

の電気自動車化 

〇信頼される組織を目指す「シン・日野市役所」 

内部事務・行政サービス・地域全体のＤＸ推進、内部統制の定着・充実の取組、

想いをカタチにプロジェクトの推進 

〇安全安心で活力あるまちづくり 

黒川踏切拡幅工事の着工、都市計画道路３･３･２号線用地取得の推進、シェアサ

イクル利用促進 

〇未来を拓く地域経済支援 

日野市ＳＤＧｓ推進事業者登録の支援及び登録事業者優遇制度の設定 

〇ありがとう６０年 誠の心で これからも 

日野市市制施行６０周年記念事業 

 

各特別会計歳入歳出決算総括表 
（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続費逓次 繰越明許費 事故繰越

構成比 執行率 繰  越  額 繰  越  額 繰 越 額

64.9 94.8 3,890,010,106 0 138,745,000 0 3,751,265,106

35.1 97.3 732,851,301 0 0 0 732,851,301

100.0 95.7 4,622,861,407 0 138,745,000 0 4,484,116,407

0 0 170,304,421

0 0 0

170,304,421 0

201,624,224

出

0 0 0

328,665,68293.6

翌年度へ繰り越すべき財源

実質収支額

14.9 97.1

1.7 328,665,682

201,624,224

32,256,97499.6 32,256,974 0 0 0

13.8 97.3

歳 入 歳 出 決 算
差 引 残 額

4.7
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⑵ 総合決算額の推移 

   ３か年度における総合決算額の推移は、表２の⑴に示すとおりである。令和

３年度を１００.０とした場合、歳入では前年度が９６.９であるのに対し、当

年度は９８.６、歳出では前年度の９８.９に対して当年度９９.７の指数を示

している。 

 

   表２の⑵は、各会計決算額による本年度と前年度との総合比較を示したもの  

である。歳入で２０億２,５２７万７千円（１.７％）の増加、歳出で９億１９

８万５千円（０.８％）の増加となっている。 

 

 

 

表２の⑵ 

総   括 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 金　　額 比 率

78,211,664,531 65.7 77,531,770,703 66.2 679,893,828 0.9

国 民 健 康 保 険

特 別 会 計

土地区画整理事業

特 別 会 計

介 護 保 険

特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療

特 別 会 計

合 計 40,917,117,664 34.3 39,571,734,577 33.8 1,345,383,087 3.4

119,128,782,195 100.0 117,103,505,280 100.0 2,025,276,915 1.7

　　　　　   区　　分

　会　　計

8.9

一 般 会 計

歳　　　　　　　　　　入

14.2 525,127,291 3.1

15,480,048,488

令和５年度 令和４年度 増　　　　減

2.1 △ 158,525,850

16,014,649,568

2,400,717,897

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計

5,004,695,786 4.3 444,180,5665,448,876,352 4.6

△ 6.6

総 合 計

3.513.213.4

1.9

17,211,399,697

534,601,080

2,242,192,047

14.4 16,686,272,406
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表２の⑴ 

３か年度における総合決算額推移表 
 

（単位：円） 

総 決 算 額 指　数 総 決 算 額 指　数 総 決 算 額 指　数

歳　　入 119,128,782,195 98.6 117,103,505,280 96.9 120,833,359,361 100.0

歳　　出 114,505,920,788 99.7 113,603,935,454 98.9 114,899,303,981 100.0

差引残額 4,622,861,407 － 3,499,569,826 － 5,934,055,380 －

令和３年度
区分

令和５年度 令和４年度

 

 

 

 

 分   析   表 

（単位：円：％） 
 
 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 金　　額 比 率

74,321,654,425 64.9 74,711,640,435 65.8 △ 389,986,010 △ 0.5 3,890,010,106 2,820,130,268 1,069,879,838

40,184,266,363 35.1 38,892,295,019 34.2 1,291,971,344 3.3 732,851,301 679,439,558 53,411,743

114,505,920,788 100.0 113,603,935,454 100.0 901,985,334 0.8 4,622,861,407 3,499,569,826 1,123,291,581

36,885,271 △ 4,628,2974,967,810,515 4.4 448,808,863 9.0 32,256,9744.75,416,619,378

129,541,682

歳　　　　　　　　　出

1.9

令和４年度

1,913,526,365 1.7 2,201,593,897

差　引　残　額

令和５年度 令和４年度 増　　減
令和５年度 増　減

437,855,666 2.6 114,352,59914.9 16,571,919,807 14.6 87,271,625201,624,224

△ 158,773,267170,304,421 329,077,68815,150,970,800

328,665,682

4.6693,374,347

△ 13.1 199,124,000

13.315,844,345,147 13.8

△ 288,067,532

17,009,775,473
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 ⑶ 基金の積立及び取崩状況 

基金の積立及び取崩状況は、表３に示すとおりである。 

基金の積立額は、４３億４,７４４万円に対し、取崩額は３２億６,３９５万 

１千円で、差引き１０億８,３４８万９千円の増加となっている。 

 

表３ 

基 金 の 積 立 ・ 取 崩 状 況 表 
（単位：円） 

区　　　　分
令和５年度

積　 立　 額
令和５年度

取　 崩　 額
差　　　引

公 共 施 設 等 建 設 基 金 2,336,214,164 82,000,000 2,254,214,164

職 員 退 職 手 当 基 金 351,581,936 0 351,581,936

財 政 調 整 基 金 769,535,382 1,149,015,000 △ 379,479,618

環 境 緑 化 基 金 47,732,406 27,000,000 20,732,406

平 和 事 業 基 金 376,797 1,945,000 △ 1,568,203

バ リ ア フ リ ー 事 業 推 進 基 金 498 9,000,000 △ 8,999,502

土 地 区 画 整 理 事 業 基 金 161,361,671 0 161,361,671

介 護 給 付 費 準 備 基 金 227,830,581 69,289,820 158,540,761

市 民 体 育 施 設 整 備 基 金 0 201,993,869 △ 201,993,869

学 校 施 設 整 備 基 金 110,000,000 1,718,090,541 △ 1,608,090,541

減 債 基 金 1,215,128 0 1,215,128

新 選 組 関 連 資 料 収 集 基 金 198 0 198

ごみ処理関連施設及び周辺環境整備基金 300,097,852 0 300,097,852

福 祉 あ ん し ん 基 金 35,950,495 0 35,950,495

新型コロナウイルス感染症対策基金 5,543,000 5,617,000 △ 74,000

合　　　　計 4,347,440,108 3,263,951,230 1,083,488,878
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 ⑷ 市債の借入及び償還状況 

   一般会計・特別会計における市債の借入及び償還状況は、表４に示すとおり

である。借入額は、１５億８,６８２万７千円、償還額は、元金３４億４,５７

２万４千円、利子１億３,４４７万１千円、計３５億８,０１９万５千円で前年

度３５億１,２０４万９千円と比べ、６,８１４万５千円（１.９％）の増加で

ある。 

 

 

 

表４ 

市 債 の 借 入 ・ 償 還 実 績 表 
（単位：円） 

 

（Ａ） （Ｂ） 元金（Ｃ） 利　子 計 (Ａ)＋(Ｂ)-(Ｃ)

33,422,194,780 1,586,827,000 3,108,184,417 128,205,070 3,236,389,487 31,900,837,363

総 務 債 3,449,979,350 157,000,000 181,275,698 9,077,963 190,353,661 3,425,703,652

民 生 債 690,251,161 685,500,000 69,835,192 7,128,621 76,963,813 1,305,915,969

衛 生 債 1,315,579,576 0 120,445,948 3,261,495 123,707,443 1,195,133,628

農 業 債 119,118,141 0 8,343,767 357,354 8,701,121 110,774,374

土 木 債 7,816,542,903 377,300,000 712,462,367 35,061,599 747,523,966 7,481,380,536

公 営 住 宅 債 870,680,740 26,100,000 72,617,317 2,814,170 75,431,487 824,163,423

消 防 債 394,693,415 0 108,156,227 1,092,053 109,248,280 286,537,188

教 育 債 5,876,882,308 247,700,000 675,117,422 42,634,459 717,751,881 5,449,464,886

減税補てん債 234,829,206 0 95,548,925 238,959 95,787,884 139,280,281

減収補てん債 90,268,000 0 11,282,317 2,623 11,284,940 78,985,683

臨 時 財 政
対 策 債

12,563,369,980 93,227,000 1,053,099,237 26,535,774 1,079,635,011 11,603,497,743

722,698,509 0 337,539,715 6,265,485 343,805,200 385,158,794

土 地 区 画
整 理 事 業 債

722,698,509 0 337,539,715 6,265,485 343,805,200 385,158,794

34,144,893,289 1,586,827,000 3,445,724,132 134,470,555 3,580,194,687 32,285,996,157

令 和 ５ 年 度 末
現 在 高

総 合 計

区　　　　　分

令和５年度償還額

一   般　会　計

特  別  会  計

令 和 ４ 年 度
末 現 在 高

令 和 ５ 年 度
借 入 額
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２ 一般会計 

 ⑴ 歳入歳出決算額の状況 

   当年度の一般会計決算状況は、表５に示すとおりである。 

 
表５ 

一般会計歳入歳出決算額状況表  
（単位：円） 

歳 入 総 額 Ａ 78,211,664,531
歳 出 総 額 Ｂ 74,321,654,425
歳 入 歳 出 差 引 額 Ｃ(Ａ－Ｂ) 3,890,010,106

翌年度へ繰越すべき 財源
（継続費逓次・繰越明許
費・事故繰越繰越額）

Ｄ 138,745,000

実 質 収 支 額 Ｅ(Ｃ－Ｄ) 3,751,265,106
前 年 度 実 質 収 支 額 Ｆ 2,640,343,268
単 年 度 収 支 額 Ｇ(Ｅ－Ｆ) 1,110,921,838  

  

一般会計歳入歳出決算額について、３か年度の推移を表６の指数でみると、

令和３年度を１００.０とした場合、歳入では前年度が９４.２であるのに対し、

当年度は９５.０、歳出では前年度の９７.０に対し当年度９６.５の指数を示し

ている。 
 
表６  

一般会計決算額の３か年度推移表                
 

（単位：円） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決　算　額 指　数 決　算　額 指　数 決　算　額 指　数

歳 入 78,211,664,531 95.0 77,531,770,703 94.2 82,339,044,655 100.0

歳 出 74,321,654,425 96.5 74,711,640,435 97.0 77,007,200,219 100.0

差 引 額 3,890,010,106 － 2,820,130,268 － 5,331,844,436 －

区 分
令和５年度 令和４年度 令和３年度
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⑵ 歳入決算状況 

 

① 歳入決算額における前年度との比較 

   款別歳入状況の年度比較は、表７（１６ページから１７ページまで）に示す

とおりである。 

歳入決算額は、７８２億１,１６６万５千円で前年度決算額７７５億３,１７ 

７万１千円と比べ、６億７,９８９万４千円（０.９％）の増加となっている。

予算現額７８４億２,４４９万円に対しては、９９.７％の収入率で前年度９６.

９％と比べ、２.８ポイントの増加を示し、調定額７８８億７,６９４万４千円

に対しては、９９.２％の収入率で前年度と同一である。 

   

  款１ 市 税 

    歳入決算額は、３１４億４,３２１万５千円で前年度決算額３１１億４１１

万７千円と比べ、３億３,９０９万７千円（１.１％）の増加となっている。

予算現額３１２億８,３６５万円に対しては、１００.５％の収入率で前年度

と同一である。調定額３１７億９,９７３万９千円に対しては、９８.９％の

収入率で前年度９８.８％と比べ、０.１ポイントの増加を示している。 

 

款２ 地方譲与税 

    歳入決算額は、３億１,５６７万８千円で前年度決算額３億１,３２２万５ 

千円と比べ、２４５万３千円（０.８％）の増加となっている。 

 

内訳は、次のとおりである。 

 

・地方揮発油譲与税 

    歳入決算額は、７,３５５万８千円で前年度決算額７,３３４万１千円と比 

べ、２１万７千円（０.３％）の増加となっている。 

   ・自動車重量譲与税 

    歳入決算額は、２億２,１７６万円で前年度決算額２億１,９５２万４千円 

と比べ、２２３万６千円（１.０％）の増加となっている。 

 

   ・森林環境譲与税 

    歳入決算額は、２,０３６万円で前年度決算額と同一である。 
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・地方道路譲与税 

    歳入決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

 

   款３ 利子割交付金 

     歳入決算額は、５,８３８万７千円で前年度決算額５,０３４万３千円と

比べ、８０４万４千円（１６.０％）の増加となっている。 

 

   款４ 配当割交付金 

     歳入決算額は、３億１,０３５万３千円で前年度決算額２億６,７７８万

２千円と比べ、４,２５７万１千円（１５.９％）の増加となっている。 

 

   款５ 株式等譲渡所得割交付金 

     歳入決算額は、３億３,２６９万３千円で前年度決算額２億５４４万円と

比べ、１億２,７２５万３千円（６１.９％）の増加となっている。 

 

   款６ 法人事業税交付金 

     歳入決算額は、６億１,７１９万２千円で前年度決算額５億２,７８７万

６千円と比べ、８,９３１万６千円（１６.９％）の増加となっている。 

 

款７ 地方消費税交付金 

歳入決算額は、４３億９,６０９万１千円で前年度決算額４４億５,９９

８万９千円と比べ、６,３８９万８千円（１.４％）の減少となっている。 

 

   款８ 自動車取得税交付金 

歳入決算額は、２３５万５千円で前年度決算額１万４千円と比べ、２３ 

４万１千円（１６,４２２.１％）の増加となっている。 

 

款９ 環境性能割交付金 

  歳入決算額は、８,８１２万円で前年度決算額８,０１３万７千円と比べ、

７９８万４千円（１０.０％）の増加となっている。 

 

款10 地方特例交付金 

     歳入決算額は、２億１,６００万１千円で前年度決算額２億３,２５９万

９千円と比べ、１,６５９万８千円（７.１％）の減少となっている。 
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   款11 地方交付税 

歳入決算額は、２６億１,９０７万３千円で前年度決算額２５億４,４４

９万３千円と比べ、７,４５８万円（２.９％）の増加となっている。 

 

   款12 交通安全対策特別交付金 

     歳入決算額は、１,８０４万５千円で前年度決算額２,１２８万円と比べ、 

３２３万５千円（１５.２％）の減少となっている。 

 

   款13 分担金及び負担金 

 歳入決算額は、２億５,９６８万８千円で前年度決算額３億７８９万４千

円と比べ、４,８２０万６千円（１５.７％）の減少となっている。予算現

額２億６,５８８万８千円に対しては、９７.７％の収入率で前年度９４.

０％と比べ、３.７ポイントの増加を示し、調定額２億６,１９３万１千円

に対しては、９９.１％の収入率で前年度９９.２％と比べ、０.１ポイント

の減少を示している。 

 

   款14 使用料及び手数料 

歳入決算額は、１３億６,２０５万６千円で前年度決算額１３億６,７０

３万９千円と比べ、４９８万２千円（０.４％）の減少となっている。予算

現額１３億８,５９４万８千円に対しては、９８.３％の収入率で前年度１

００.０％と比べ、１.７ポイントの減少を示し、調定額１３億７,３５９万

２千円に対しては、９９.２％の収入率で前年度と同一である。 

     内訳は、次のとおりである。 

    ・使用料 

     歳入決算額は、６億９６８万１千円で前年度決算額６億２３２万１千円 

と比べ、７３６万円（１.２％）の増加となっている。予算現額６億１,６ 

０１万７千円に対しては、９９.０％の収入率で前年度１００.１％と比べ、 

１.１ポイントの減少を示し、調定額６億２,１２０万４千円に対しては、 

９８.１％の収入率で前年度９８.２％と比べ、０.１ポイントの減少を示 

している。 
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・手数料 

     歳入決算額は、７億５,２３７万５千円で前年度決算額７億６,４７１万

８千円と比べ、１,２３４万２千円（１.６％）の減少となっている。予算

現額７億６,９９３万１千円に対しては、９７.７％の収入率で前年度９９.

９％と比べ、２.２ポイントの減少を示し、調定額７億５,２３８万８千円

に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

   款15 国庫支出金 

歳入決算額は、１５２億５,２８８万３千円で前年度決算額１６３億５,

０７１万３千円と比べ、１０億９,７８３万円（６.７％）の減少となって

いる。予算現額１５５億１,８６０万４千円に対しては、９８.３％の収入

率で前年度８６.８％と比べ、１１.５ポイントの増加を示し、調定額１５

２億５,２８８万３千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一

である。 

     内訳は、次のとおりである。 

    ・国庫負担金 

     歳入決算額は、１１１億２,６８８万７千円で前年度決算額１０８億９,

３５０万２千円と比べ、２億３,３３８万５千円（２.１％）の増加となっ

ている。予算現額１１３億２,３７７万円に対しては、９８.３％の収入率

で前年度９０.７％と比べ、７.６ポイントの増加を示している。 

    ・国庫補助金 

     歳入決算額は、４０億８,８５４万７千円で前年度決算額５４億２,０２

８万８千円と比べ、１３億３,１７４万２千円（２４.６％）の減少となっ

ている。予算現額４１億６,２６０万４千円に対しては、９８.２％の収入

率で前年度７９.８％と比べ、１８.４ポイントの増加を示している。 

・委託金 

     歳入決算額は、３,７４４万９千円で前年度決算額３,６９２万２千円と 

    比べ、５２万６千円（１.４％）の増加となっている。予算現額３,２２３

万円に対しては、１１６ .２％の収入率で前年度１１９ .２％と比 

べ、３.０ポイントの減少を示している。 
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   款16 都支出金 

歳入決算額は、１１４億８,２８３万６千円で前年度決算額１０８億３,

３２０万１千円と比べ、６億４,９６３万５千円（６.０％）の増加となっ

ている。予算現額１１２億９,８３２万４千円に対しては、１０１.６％の

収入率で前年度９９.８％と比べ、１.８ポイントの増加を示している。 

     内訳は、次のとおりである。 

    ・都負担金 

     歳入決算額は、４１億８,５３６万４千円で前年度決算額４０億２,１０

７万５千円と比べ、１億６,４２８万８千円（４.１％）の増加となってい

る。予算現額４２億８,１３５万円に対しては、９７.８％の収入率で前年

度９８.４％と比べ、０.６ポイントの減少を示している。 

    ・都補助金 

歳入決算額は、６８億８,１３２万２千円で前年度決算額６３億４,６９

１万５千円と比べ、５億３,４４０万７千円（８.４％）の増加となってい

る。予算現額６５億９,３９１万８千円に対しては、１０４.４％の収入率

で前年度１００.８％と比べ、３.６ポイントの増加を示している。 

    ・委託金 

     歳入決算額は、４億１,６１５万１千円で前年度決算額４億６,５２１万

１千円と比べ、４,９０６万１千円（１０.５％）の減少となっている。予

算現額４億２,３０５万６千円に対しては、９８.４％の収入率で前年度９

８.８％と比べ、０.４ポイントの減少を示している。 

 

   款17 財産収入 

     歳入決算額は、１億５,９１５万１千円で前年度決算額１億４,２００万

６千円と比べ、１,７１４万５千円（１２.１％）の増加となっている。予

算現額１億５,００４万８千円に対しては、１０６.１％の収入率で前年度

１０４.９％と比べ、１.２ポイントの増加を示している。 

内訳は、次のとおりである。 

    ・財産運用収入 

     歳入決算額は、１億２,２１８万６千円で前年度決算額１億９０１万５千

円と比べ、１,３１７万１千円（１２.１％）の増加となっている。予算現
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額１億１,３０９万４千円に対しては、１０８.０％の収入率で前年度９９.

８％と比べ、８.２ポイントの増加を示している。 

    ・財産売払収入 

     歳入決算額は、３,６９６万４千円で前年度決算額３,２９９万１千円と

比べ、３９７万４千円（１２.０％）の増加となっている。予算現額３,６

９５万４千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度１２６.２％と比

べ、２６.２ポイントの減少を示している。 

 

   款18 寄附金 

     歳入決算額は、４,６３８万６千円で前年度決算額１億３,６１３万５千

円と比べ、８,９７４万９千円（６５.９％）の減少となっている。予算現

額５,０８２万５千円に対しては、９１.３％の収入率で前年度１１３.９ 

％と比べ、２２.６ポイントの減少を示している。 

 

   款19 繰入金 

歳入決算額は、３２億４,２２０万６千円で前年度決算額５億５,７０８

万６千円と比べ、２６億８,５１２万円（４８２.０％）の増加となってい

る。予算現額３２億４,２２０万７千円に対しては、１００.０％の収入率

で前年度と同一である。 

     内訳は、次のとおりである。 

・基金繰入金 

歳入決算額は、３１億９,４６６万１千円で前年度決算額５億１,５３８

万３千円と比べ、２６億７,９２７万８千円（５１９.９％）の増加となっ

ている。予算現額３１億９,４６６万２千円に対しては、１００.０％の収

入率で前年度と同一である。 

・特別会計繰入金 

     歳入決算額は、４,７５４万４千円で前年度決算額４,１７０万３千円と

比べ、５８４万２千円（１４.０％）の増加となっている。予算現額４,７

５４万５千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 
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 款20 繰越金 

歳入決算額は、２８億２,０１３万円で前年度決算額５３億３,１８４万

４千円と比べ、２５億１,１７１万４千円（４７.１％）の減少となってい

る。予算現額２８億２,０１３万円に対しては、１００.０％の収入率で前

年度と同一である。 

 

   款21 諸収入 

     歳入決算額は、１６億５,２４９万９千円で前年度決算額１３億６,２９

９万３千円と比べ、２億８,９５０万６千円（２１.２％）の増加となってい

る。予算現額１５億３,４３６万円に対しては、１０７.７％の収入率で前年

度１１９.５％と比べ、１１.８ポイントの減少を示し、調定額１９億４,７

４６万５千円に対しては、８４.９％の収入率で前年度８３.１％と比べ、１.

８ポイントの増加を示している。 

     内訳は、次のとおりである。 

    ・延滞金、加算金及び過料 

     歳入決算額は、２,１７４万４千円で前年度決算額２,３８５万円と比べ、 

    ２１０万７千円（８.８％）の減少となっている。予算現額１,９００万円

に対しては、１１４.４％の収入率で前年度１２５.５％と比べ、１１. 

１ポイントの減少を示している。 

    ・市預金利子 

     歳入決算額は、２２万９千円で前年度決算額７千円と比べ、２２万２千

円（３,２６２.４％）の増加となっている。予算現額９千円に対しては、

２,５３９.７％の収入率で前年度５２.３％と比べ、２,４８７.４ポイン

トの増加を示している。 

    ・貸付金元利収入 

 歳入決算額は、１億円で前年度決算額１億４,６１５万３千円と比べ、４, 

６１５万３千円（３１.６％）の減少となっている。予算現額１億２千円に

対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 ・受託事業収入 

 歳入決算額は、３７万円で前年度決算額３７万円と比べ、０.１％の減

少となっている。予算現額３６万９千円に対しては、１００.２％の収入 
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率で前年度１００.１％と比べ、０.１ポイントの増加を示している。 

    ・収益事業収入 

     歳入決算額は、１億８,０００万円で前年度決算額１億６,０００万円と 

比べ、２,０００万円（１２.５％）の増加となっている。予算現額７,８

００万円に対しては、２３０.８％の収入率で前年度１,５９９.８％と比

べ、１,３６９.０ポイントの減少を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

表７                    款 別 歳 入 状 況 

予算現額　（Ａ） 調 定 額　（Ｂ） 収入済額　（Ｃ）

1 市 税 31,283,650,000 31,799,738,845 31,443,214,571

2 地 方 譲 与 税 285,361,000 315,678,000 315,678,000

3 利 子 割 交 付 金 52,000,000 58,387,000 58,387,000

4 配 当 割 交 付 金 270,000,000 310,353,000 310,353,000

5 株式等譲渡所得割交付金 305,000,000 332,693,000 332,693,000

6 法 人 事 業 税 交 付 金 625,000,000 617,192,000 617,192,000

7 地 方 消 費 税 交 付 金 4,165,000,000 4,396,091,000 4,396,091,000

8 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1,412,000 2,355,056 2,355,056

9 環 境 性 能 割 交 付 金 79,000,000 88,120,153 88,120,153

10 地 方 特 例 交 付 金 214,821,000 216,001,000 216,001,000

11 地 方 交 付 税 2,582,485,000 2,619,073,000 2,619,073,000

12 交通安全対策特別交付金 17,000,000 18,045,000 18,045,000

13 分 担 金 及 び 負 担 金 265,888,000 261,930,543 259,688,423

14 使 用 料 及 び 手 数 料 1,385,948,000 1,373,591,708 1,362,056,450

15 国 庫 支 出 金 15,518,604,000 15,252,882,649 15,252,882,649

16 都 支 出 金 11,298,324,000 11,482,836,442 11,482,836,442

17 財 産 収 入 150,048,000 159,162,700 159,150,700

18 寄 附 金 50,825,000 46,385,540 46,385,540

19 繰 入 金 3,242,207,000 3,242,205,762 3,242,205,762

20 繰 越 金 2,820,130,000 2,820,130,268 2,820,130,268

21 諸 収 入 1,534,360,000 1,947,464,545 1,652,498,517

22 市 債 2,277,427,000 1,516,627,000 1,516,627,000

78,424,490,000 78,876,944,211 78,211,664,531

                   区　　分

　款　　別

合　　　　　　計

令　　　和　　　５　  
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    ・雑 入 

     歳入決算額は、１３億５,０１５万７千円で前年度決算額１０億３,２６

１万３千円と比べ、３億１,７５４万４千円（３０.８％）の増加となって

いる。予算現額１３億３,６９８万円に対しては、１０１.０％の収入率で

前年度１０７.０％と比べ、６.０ポイントの減少を示し、調定額１６億４, 

    ４９９万３千円に対しては、８２.１％の収入率で前年度７８.９％と比べ、 

３.２ポイントの増加を示している。 

款22 市 債 

     歳入決算額は、１５億１,６６２万７千円で前年度決算額１３億３,５５

６万５千円と比べ、１億８,１０６万２千円（１３.６％）の増加となって

いる。 

 

 

年 度 比 較 表               （単位：円：％） 

予算現
額対比

調定額
対比

令和４年度

不納欠損額 収入未済額
(C)/(A)
×100

(C)/(B)
×100

収入済額 (D)
増減額(E)
(C)－(D)

比率
(E)/(D)×100

34,420,560 335,116,944 40.2 100.5 98.9 31,104,117,373 339,097,198 1.1

0 0 0.4 110.6 100.0 313,225,000 2,453,000 0.8

0 0 0.1 112.3 100.0 50,343,000 8,044,000 16.0

0 0 0.4 114.9 100.0 267,782,000 42,571,000 15.9

0 0 0.4 109.1 100.0 205,440,000 127,253,000 61.9

0 0 0.8 98.8 100.0 527,876,000 89,316,000 16.9

0 0 5.6 105.5 100.0 4,459,989,000 △ 63,898,000 △ 1.4

0 0 0.0 166.8 100.0 14,254 2,340,802 16422.1

0 0 0.1 111.5 100.0 80,136,633 7,983,520 10.0

0 0 0.3 100.5 100.0 232,599,000 △ 16,598,000 △ 7.1

0 0 3.4 101.4 100.0 2,544,493,000 74,580,000 2.9

0 0 0.0 106.1 100.0 21,280,000 △ 3,235,000 △ 15.2

309,100 1,933,020 0.3 97.7 99.1 307,894,386 △ 48,205,963 △ 15.7

117,900 11,417,358 1.7 98.3 99.2 1,367,038,751 △ 4,982,301 △ 0.4

0 0 19.5 98.3 100.0 16,350,712,802 △ 1,097,830,153 △ 6.7

0 0 14.7 101.6 100.0 10,833,201,251 649,635,191 6.0

0 12,000 0.2 106.1 100.0 142,005,822 17,144,878 12.1

0 0 0.1 91.3 100.0 136,134,630 △ 89,749,090 △ 65.9

0 0 4.2 100.0 100.0 557,085,757 2,685,120,005 482.0

0 0 3.6 100.0 100.0 5,331,844,436 △ 2,511,714,168 △ 47.1

17,388,489 277,585,198 2.1 107.7 84.9 1,362,992,608 289,505,909 21.2

0 0 1.9 66.6 100.0 1,335,565,000 181,062,000 13.6

52,236,049 626,064,520 100.0 99.7 99.2 77,531,770,703 679,893,828 0.9

対 前 年 度収　入
済　額
構成比

  年　　　度
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② 財源別歳入決算額の比較 

   財源別における３か年度の比較は、表８に示すとおりである。 

自主財源の決算額は、４０９億８,５３３万円で前年度４０３億９１１万４千

円と比べ、６億７,６２１万６千円（１.７％）の増加となっている。歳入合計

に対して、５２.４％の構成比率で前年度５２.０％と比べ、０.４ポイントの

増加を示している。また、令和３年度を１００.０とした場合、前年度が１０

２.６であるのに対し、当年度は１０４.３を示している。 

 

 

表８                       財 源 別 歳 入 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和５年度 令和４年度 令和３年度

市 税 31,443,214,571 31,104,117,373 30,479,635,241

分 担 金 及 び 負 担 金 259,688,423 307,894,386 306,970,910

使 用 料 及 び 手 数 料 1,362,056,450 1,367,038,751 1,351,211,773

財 産 収 入 159,150,700 142,005,822 187,898,560

寄 附 金 46,385,540 136,134,630 69,516,004

繰 入 金 3,242,205,762 557,085,757 2,625,122,472

繰 越 金 2,820,130,268 5,331,844,436 3,039,554,212

諸 収 入 1,652,498,517 1,362,992,608 1,218,418,787

計 40,985,330,231 40,309,113,763 39,278,327,959

地 方 譲 与 税 315,678,000 313,225,000 312,312,000

利 子 割 交 付 金 58,387,000 50,343,000 38,489,000

配 当 割 交 付 金 310,353,000 267,782,000 276,026,000

株式等譲渡 所得 割交 付金 332,693,000 205,440,000 336,952,000

法 人 事 業 税 交 付 金 617,192,000 527,876,000 361,455,000

地 方 消 費 税 交 付 金 4,396,091,000 4,459,989,000 4,252,939,000

環 境 性 能 割 交 付 金 88,120,153 80,136,633 69,512,818

地 方 特 例 交 付 金 216,001,000 232,599,000 287,631,000

地 方 交 付 税 2,619,073,000 2,544,493,000 2,719,304,000

交通安全対 策特 別交 付金 18,045,000 21,280,000 23,156,000

国 庫 支 出 金 15,252,882,649 16,350,712,802 20,916,666,208

都 支 出 金 11,482,836,442 10,833,201,251 10,628,770,930

市 債 1,516,627,000 1,335,565,000 2,837,502,000

自 動 車 取 得 税 交 付 金 2,355,056 14,254 740

計 37,226,334,300 37,222,656,940 43,060,716,696

78,211,664,531 77,531,770,703 82,339,044,655歳　　入　　合　　計

自
　
　
主
　
　
財
　
　
源

決　　　　　　　　　算                    区　　分
　財 源 別

依
　
　
存
　
　
財
　
　
源
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一方、依存財源の決算額は、３７２億２,６３３万４千円で前年度３７２億２,

２６５万７千円と比べ、３６７万７千円（０.０％）の増加となっている。歳入合計

に対して、４７.６％の構成比率で前年度４８.０％と比べ、０.４ポイントの減少を

示している。また、令和３年度を１００.０とした場合、前年度が８６.４であるの

に対し、当年度は８６.５を示している。 

 
 

 

 

 

 決 算 額 比 較 表             （単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　額

対前年度増減額 令和５年度 令和４年度 令和３年度 令和５年度 令和４年度 令和３年度

339,097,198 40.2 40.1 37.0 103.2 102.0 100.0

△ 48,205,963 0.3 0.4 0.4 84.6 100.3 100.0

△ 4,982,301 1.7 1.8 1.6 100.8 101.2 100.0

17,144,878 0.2 0.2 0.2 84.7 75.6 100.0

△ 89,749,090 0.1 0.2 0.1 66.7 195.8 100.0

2,685,120,005 4.2 0.7 3.2 123.5 21.2 100.0

△ 2,511,714,168 3.6 6.9 3.7 92.8 175.4 100.0

289,505,909 2.1 1.7 1.5 135.6 111.9 100.0

676,216,468 52.4 52.0 47.7 104.3 102.6 100.0

2,453,000 0.4 0.4 0.4 101.1 100.3 100.0

8,044,000 0.1 0.1 0.1 151.7 130.8 100.0

42,571,000 0.4 0.3 0.3 112.4 97.0 100.0

127,253,000 0.4 0.3 0.4 98.7 61.0 100.0

89,316,000 0.8 0.7 0.4 170.8 146.0 101.0

△ 63,898,000 5.6 5.7 5.2 103.4 104.9 100.0

7,983,520 0.1 0.1 0.1 126.8 115.3 101.0

△ 16,598,000 0.3 0.3 0.4 75.1 80.9 100.0

74,580,000 3.4 3.3 3.3 96.3 93.6 100.0

△ 3,235,000 0.0 0.0 0.0 77.9 91.9 100.0

△ 1,097,830,153 19.5 21.1 25.4 72.9 78.2 100.0

649,635,191 14.7 14.0 12.9 108.0 101.9 100.0

181,062,000 1.9 1.7 3.4 53.4 47.1 100.0

2,340,802 0.0 0.0 0.0 318250.8 1926.2 100.0

3,677,360 47.6 48.0 52.3 86.5 86.4 100.0

679,893,828 100.0 100.0 100.0 95.0 94.2 100.0

構　　成　　比　　率 趨　　勢　　比　　率
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③ 市税歳入決算額の状況 

 ア 項別市税年度比較 

   項別市税の年度比較は、表９の(1)に示すとおりである。 

 

項１ 市民税 

歳入決算額は、１５４億７,２２３万５千円で前年度決算額１５２億８,

９９９万１千円と比べ、１億８,２２４万４千円（１.２％）の増加となっ

ている。予算現額１５３億６,０２３万４千円に対しては、１００.７％の

収入率で前年度１００.４％と比べ、０.３ポイントの増加を示し、調定額

１５７億３,１８６万１千円に対しては、９８.３％の収入率で前年度９８.

４％と比べ、０.１ポイントの減少を示している。 

 

項２ 固定資産税 

歳入決算額は、１２２億５７９万２千円で前年度決算額１２０億８,３

３７万８千円と比べ、１億２,２４１万４千円（１.０％）の増加となって

いる。予算現額１２１億７,３１８万４千円に対しては、１００.３％の収

入率で前年度１００.０％と比べ、０.３ポイントの増加を示し、調定額１

２２億８,２０８万６千円に対しては、９９.４％の収入率で前年度９９.

２％と比べ、０.２ポイントの増加を示している。 

 

 

 
 
表９の⑴ 

項  別  市  税 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

収入済額 収　入　率

構 成 比 (B)/(A)×100

1 市 民 税 15,731,860,695 15,472,234,807 49.2 98.3

2 固 定 資 産 税 12,282,086,306 12,205,792,452 38.8 99.4

3 軽 自 動 車 税 210,372,667 206,261,353 0.7 98.0

4 市 た ば こ 税 948,757,459 948,757,459 3.0 100.0

5 都 市 計 画 税 2,626,661,718 2,610,168,500 8.3 99.4

31,799,738,845 31,443,214,571 100.0 98.9合      計

             区　分

　項　別

令　和　５　年　度

調 定 額　(A) 収入済額　(B)
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 項３ 軽自動車税 

     歳入決算額は、２億６２６万１千円で前年度決算額２億７９万円と比べ、

５４７万１千円（２.７％）の増加となっている。予算現額２億３６３万

７千円に対しては、１０１.３％の収入率で前年度１０２.２％と比べ、０.

９ポイントの減少を示し、調定額２億１,０３７万３千円に対しては、９

８.０％の収入率で前年度９７.９％と比べ、０.１ポイントの増加を示し

ている。 

    項４ 市たばこ税 

     歳入決算額は、９億４,８７５万７千円で前年度決算額９億５,６１５万

６千円と比べ、７３９万９千円（０.８％）の減少となっている。予算現

額９億４,２５４万４千円に対しては、１００.７％の収入率で前年度１０

９.２％と比べ、８.５ポイントの減少を示し、調定額９億４,８７５万７

千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

    項５ 都市計画税 

     歳入決算額は、２６億１,０１６万９千円で前年度決算額２５億７,３８

０万２千円と比べ、３,６３６万６千円（１.４％）の増加となっている。

予算現額２６億４０５万１千円に対しては、１００.２％の収入率で前年

度１００.０％と比べ、０.２ポイントの増加を示し、調定額２６億２,６

６６万２千円に対しては、９９.４％の収入率で前年度９９.２％と比べ、

０.２ポイントの増加を示している。 

 

 

年  度  比  較  表 
（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

収入済額 収　入　率 増 減 額 (E) 比 率

構 成 比 (D)/(C)×100 (B)－(D) (E)/(D)×100

15,539,794,557 15,289,990,698 49.2 98.4 182,244,109 1.2

12,180,134,440 12,083,378,306 38.8 99.2 122,414,146 1.0

205,199,005 200,789,980 0.6 97.9 5,471,373 2.7

956,156,174 956,156,174 3.1 100.0 △ 7,398,715 △ 0.8

2,594,435,105 2,573,802,215 8.3 99.2 36,366,285 1.4

31,475,719,281 31,104,117,373 100.0 98.8 339,097,198 1.1

対 前 年 度

調 定 額　(C) 収入済額　(D)

令　和　４　年　度
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イ 現年度・滞納繰越別の年度比較 

  現年度・滞納繰越別の年度比較は、表９の(2)に示すとおりである。 

  ・現年度分 

   歳入決算額は、３１２億７,２５３万４千円で前年度決算額３０９億６,３８ 

８万４千円と比べ、３億８６５万円（１.０％）の増加となっている。 

予算現額３１１億２,８２０万４千円に対しては、１００.５％の収入率で前年 

度１００.６％と比べ、０.１ポイントの減少を示し、調定額３１４億５,１９ 

２万８千円に対しては、９９.４％の収入率で前年度９９.５％と比べ、０.１ 

ポイントの減少を示している。 

 

 

 

表９の(2) 

 

 

現 年 度 ・ 滞 納 繰 

 

対 予 算 対 調 定

収 入 率 収 入 率

(C)/(A)×100 (C)/(B)×100

現 年 度 31,128,204,000 31,451,928,192 31,272,533,981 99.5 100.5 99.4

滞納繰越 155,446,000 347,810,653 170,680,590 0.5 109.8 49.1

合　　計 31,283,650,000 31,799,738,845 31,443,214,571 100.0 100.5 98.9

区　　分

令　和　５　年　度

予算現額 (A) 調 定 額 (B) 収入済額 (C)
収入済額
構 成 比
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 ・滞納繰越分 

歳入決算額は、１億７,０６８万１千円で前年度決算額１億４,０２３万３千

円と比べ、３,０４４万８千円（２１.７％）の増加となっている。予算現額１

億５,５４４万６千円に対しては、１０９.８％の収入率で前年度８７.２％と

比べ、２２.６ポイントの増加を示し、調定額３億４,７８１万１千円に対して

は、４９.１％の収入率で前年度４０.７％と比べ、８.４ポイントの増加を示

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

越 別 年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

対 予 算 対 調 定

収 入 率 収 入 率

(F)/(D)×100 (F)/(E)×100 (C)－(F) (G)/(F)×100

30,786,102,000 31,130,866,186 30,963,884,458 99.5 100.6 99.5 308,649,523 1.0

160,817,000 344,853,095 140,232,915 0.5 87.2 40.7 30,447,675 21.7

30,946,919,000 31,475,719,281 31,104,117,373 100.0 100.5 98.8 339,097,198 1.1

比 率

対 前 年 度

予算現額 (D) 調 定 額 (E) 収入済額 (F)

令　和　４　年　度

収 入 済 額
構 成 比

増減額(G)
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ウ 市税不納欠損の内訳 

市税不納欠損の内訳は、表９の(3)に示すとおりであり、件数が２,３２８ 

件、金額が３,４４２万１千円で前年度２,３８６件、４,０１９万円と比べ、 

件数では５８件の減少、金額では５７６万９千円の減少となっている。 

 

表９の⑶ 

市 税 不納 欠損内 訳 表  
（単位：件：円：％） 

構 成

件 数 金　 額 件 数 金　 額 件 数 金　 額 件 数 金　 額 比 率

個人市民税 138 2,483,000 274 4,895,030 1,053 17,340,015 1,465 24,718,045 71.8

法人市民税 1 50,000 3 150,000 17 784,661 21 984,661 2.9

固定資産税 26 477,444 21 315,114 295 5,926,030 342 6,718,588 19.5

軽自動車税 36 147,666 22 62,000 100 341,663 158 551,329 1.6

都市計画税 26 102,856 21 67,886 295 1,277,195 342 1,447,937 4.2

合　計 227 3,260,966 341 5,490,030 1,760 25,669,564 2,328 34,420,560 100.0

      区 分

 税 目

第15条の7第5項 合　　　計第18条第1項 第15条の7第4項

 

 

 

 

□注   ・地方税法第１８条第１項 

      法定納期限の翌日から起算して、５年間行使（滞納処分）しない場合、

徴収権は時効により消滅する。 

・地方税法第１５条の７第４項 

      滞納処分の執行を停止した徴収金を納付する義務は、執行停止が３年

間継続したとき消滅する。 

・地方税法第１５条の７第５項 

      滞納処分の執行停止となったもののうち、３年間の停止期間をおくま

でもなく、将来においても徴収不能が明らかな場合、直ちに納税義務を

消滅することができる。 
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  ④ 市債発行額の状況 

    市債発行状況は、表10に示すとおりである。 

 

表10 

市 債 発 行 額 状 況 表 
（単位：円） 

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 令和５年度末

発 行 額 発 行 額 発 行 額 現 在 高

総 務 債 157,000,000 127,000,000 191,000,000 3,425,703,652

民 生 債 685,500,000 70,200,000 0 1,305,915,969

衛 生 債 0 0 0 1,195,133,628

農 業 債 0 0 0 110,774,374

土 木 債 377,300,000 245,000,000 342,000,000 7,481,380,536

公 営 住 宅 債 26,100,000 19,700,000 21,000,000 824,163,423

消 防 債 0 20,200,000 0 286,537,188

教 育 債 247,700,000 264,700,000 222,600,000 5,449,464,886

減 税 補 て ん 債 0 0 0 139,280,281

減 収 補 て ん 債 0 0 0 78,985,683

臨 時 財 政 対 策 債 93,227,000 588,765,000 2,060,902,000 11,603,497,743

合　　　　計 1,586,827,000 1,335,565,000 2,837,502,000 31,900,837,363

区　　　　分
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⑶ 歳出決算状況 

 ① 歳出決算額における前年度との比較 

   款別歳出状況の年度比較は、表11（３２ページから３３ページまで）に示す

とおりである。 

歳出決算額は、７４３億２,１６５万４千円で前年度決算額７４７億１,１６

４万円と比べ、３億８,９９８万６千円（０.５％）の減少となっている。 

予算現額７８４億２,４４９万円に対しては、９４.８％の執行率で前年度９３.

４％と比べ、１.４ポイントの増加を示している。 

  款１ 議会費 

歳出決算額は、４億１,３４４万８千円で前年度決算額４億１,５０７万３

千円と比べ、１６２万５千円（０.４％）の減少となっている。予算現額４億

１,８４２万２千円に対しては、９８.８％の執行率で前年度と同一である。 

   

  款２ 総務費 

歳出決算額は、９５億５,４２９万６千円で前年度決算額１１６億７,２８

３万５千円と比べ、２１億１,８５３万９千円（１８.１％）の減少となって

いる。予算現額９７億４,９４９万７千円に対しては、９８.０％の執行率で

前年度９８.４％と比べ、０.４ポイントの減少を示している。 

    内訳は、次のとおりである。 

 

   ・総務管理費 

歳出決算額は、８３億２,０９８万６千円で前年度決算額１０３億６,２９

０万１千円と比べ、２０億４,１９１万５千円（１９.７％）の減少となって

いる。予算現額８４億７,７７２万６千円に対しては、９８.２％の執行率で

前年度９８.５％と比べ、０.３ポイントの減少を示している。 

 

   ・徴税費 

歳出決算額は、７億３,０５１万９千円で前年度決算額７億２,９６２万５

千円と比べ、８９万３千円（０.１％）の増加となっている。予算現額７億４,

９８１万２千円に対しては、９７.４％の執行率で前年度９７.２％と比べ、

０.２ポイントの増加を示している。 
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・戸籍住民基本台帳費 

歳出決算額は、３億９,７６３万９千円で前年度決算額４億１,００８万９

千円と比べ、１,２４５万円（３.０％）の減少となっている。予算現額４億

１,４９６万２千円に対しては、９５.８％の執行率で前年度９７.５％と比べ、

１.７ポイントの減少を示している。 

・選挙費 

歳出決算額は、４,６９０万９千円で前年度決算額１億１,７３７万２千円

と比べ、７,０４６万３千円（６０.０％）の減少となっている。予算現額４,

７８７万７千円に対しては、９８.０％の執行率で前年度９８.７％と比べ、

０.７ポイントの減少を示している。 

・統計調査費 

歳出決算額は、２,６６０万２千円で前年度決算額１,８８２万１千円と比

べ、７７８万２千円（４１.３％）の増加となっている。予算現額２,６９５

万９千円に対しては、９８.７％の執行率で前年度９５.０％と比べ、３.７ポ

イントの増加を示している。 

・監査委員費 

歳出決算額は、３,１６４万１千円で前年度決算額３,４０２万７千円と比

べ、２３８万６千円（７.０％）の減少となっている。予算現額３,２１６万

１千円に対しては、９８.４％の執行率で前年度９８.５％と比べ、０.１ポイ

ントの減少を示している。 

 

  款３ 民生費 

    歳出決算額は、３８８億４,９２３万２千円で前年度決算額３５７億７,７

６９万５千円と比べ、３０億７,１５３万７千円（８.６％）の増加となって

いる。予算現額４０９億４,４０２万７千円に対しては、９４.９％の執行率

で前年度９４.０％と比べ、０.９ポイントの増加を示している。 

内訳は、次のとおりである。 

・社会福祉費 

歳出決算額は、１８３億５,８５０万５千円で前年度決算額１６８億９９９

万３千円と比べ、１５億４,８５１万２千円（９.２％）の増加となっている。

予算現額１９２億１,０７２万５千円に対しては、９５.６％の執行率で前年
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度９３.３％と比べ、２.３ポイントの増加を示している。 

・児童福祉費 

歳出決算額は、１５１億９,６５４万３千円で前年度決算額１３９億６,３

７１万５千円と比べ、１２億３,２８２万８千円（８.８％）の増加となって

いる。予算現額１５９億３,４９６万１千円に対しては、９５.４％の執行率

で前年度９５.９％と比べ、０.５ポイントの減少を示している。 

・生活保護費 

歳出決算額は、５２億９,４１８万５千円で前年度決算額５０億３９８万８

千円と比べ、２億９,０１９万７千円（５.８％）の増加となっている。予算

現額５７億９,８３３万９千円に対しては、９１.３％の執行率で前年度９０.

９％と比べ、０.４ポイントの増加を示している。 

 

  款４ 衛生費 

    歳出決算額は、６８億７,１３０万７千円で前年度決算額７７億８６５万１

千円と比べ、８億３,７３４万４千円（１０.９％）の減少となっている。予

算現額７２億８,３５２万７千円に対しては、９４.３％の執行率で前年度８

３.９％と比べ、１０.４ポイントの増加を示している。 

内訳は、次のとおりである。 

・保健衛生費 

歳出決算額は、２８億８５万２千円で前年度決算額４１億６,５８９万９千

円と比べ、１３億６,５０４万７千円（３２.８％）の減少となっている。予

算現額３１億８,４２３万９千円に対しては、８８.０％の執行率で前年度７

４.１％と比べ、１３.９ポイントの増加を示している。 

・清掃費 

歳出決算額は、３１億２,０４５万５千円で前年度決算額２５億９,２７５

万２千円と比べ、５億２,７７０万３千円（２０.４％）の増加となっている。

予算現額３１億４,９２８万８千円に対しては、９９.１％の執行率で前年度

９９.０％と比べ、０.１ポイントの増加を示している。 

・病院費 

歳出決算額は、９億５,０００万円で前年度決算額と同一である。 
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予算現額９億５,０００万円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と

同一である。 

 

  款５ 労働費 

    歳出決算額は、５,２６８万２千円で前年度決算額５,１５３万円と比べ、

１１５万２千円（２.２％）の増加となっている。予算現額５,３０８万４千

円に対しては、９９.２％の執行率で前年度９８.９％と比べ、０.３ポイント

の増加を示している。 

 

  款６ 農業費 

    歳出決算額は、１億１,８５２万７千円で前年度決算額１億６９７万７千円

と比べ、１,１５５万１千円（１０.８％）の増加となっている。予算現額１

億２,２４７万５千円に対しては、９６.８％の執行率で前年度９４.１％と比

べ、２.７ポイントの増加を示している。 

 

  款７ 商工費 

    歳出決算額は、７億６,４９１万３千円で前年度決算額１３億５,２６６万

３千円と比べ、５億８,７７５万円（４３.５％）の減少となっている。予算

現額７億８,９２２万５千円に対しては、９６.９％の執行率で前年度９８.

７％と比べ、１.８ポイントの減少を示している。 

 

  款８ 土木費 

    歳出決算額は、４３億２０３万６千円で前年度決算額４５億８,５７４万９

千円と比べ、２億８,３７１万３千円（６.２％）の減少となっている。予算

現額４４億８,２６２万２千円に対しては、９６.０％の執行率で前年度９５.

４％と比べ、０.６ポイントの増加を示している。 

内訳は、次のとおりである。 

 

・土木管理費 

歳出決算額は、２億１,０５５万２千円で前年度決算額２億９,３０２万３

千円と比べ、８,２４７万１千円（２８.１％）の減少となっている。予算現

額２億１,４４４万４千円に対しては、９８.２％の執行率で前年度９８.４％

と比べ、０.２ポイントの減少を示している。 
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・道路橋梁費 

歳出決算額は、６億１,１１２万５千円で前年度決算額５億７,３３４万７

千円と比べ、３,７７７万８千円（６.６％）の増加となっている。予算現額

６億９,１１８万６千円に対しては、８８.４％の執行率で前年度９２.６％と

比べ、４.２ポイントの減少を示している。 

・河川費 

歳出決算額は、２億９,３９５万３千円で前年度決算額３億４,３６７万８

千円と比べ、４,９７２万５千円（１４.５％）の減少となっている。予算現

額２億９,７２３万１千円に対しては、９８.９％の執行率で前年度８９.８％

と比べ、９.１ポイントの増加を示している。 

・都市計画費 

歳出決算額は、３０億１,３８２万４千円で前年度決算額３２億４,３２９

万２千円と比べ、２億２,９４６万８千円（７.１％）の減少となっている。

予算現額３０億９,６４２万７千円に対しては、９７.３％の執行率で前年度

９６.２％と比べ、１.１ポイントの増加を示している。 

・住宅費 

歳出決算額は、１億７,２５８万２千円で前年度決算額１億３,２４１万円

と比べ、４,０１７万３千円（３０.３％）の増加となっている。予算現額１

億８,３３３万４千円に対しては、９４.１％の執行率で前年度９７.０％と比

べ、２.９ポイントの減少を示している。 

 

  款９ 消防費 

    歳出決算額は、２２億４,５０９万４千円で前年度決算額２２億４,５１５

万２千円と比べ、５万８千円（０.０％）の減少となっている。予算現額２３

億２,１８９万７千円に対しては、９６.７％の執行率で前年度９５.３％と比

べ、１.４ポイントの増加を示している。 

 

  款10 教育費 

    歳出決算額は、７８億３,３２５万９千円で前年度決算額７５億４,４４７

万６千円と比べ、２億８,８７８万３千円（３.８％）の増加となっている。

予算現額８９億１,０４６万４千円に対しては、８７.９％の執行率で前年度

８８.６％と比べ、０.７ポイントの減少を示している。 
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内訳は、次のとおりである。 

・教育総務費 

歳出決算額は、２４億３,３９０万５千円で前年度決算額２１億９５６万３

千円と比べ、３億２,４３４万２千円（１５.４％）の増加となっている。予

算現額２５億７,４５０万９千円に対しては、９４.５％の執行率で前年度９

４.１％と比べ、０.４ポイントの増加を示している。 

・小学校費 

歳出決算額は、２１億２,９８１万９千円で前年度決算額２１億１,８３８

万３千円と比べ、１,１４３万６千円（０.５％）の増加となっている。予算

現額２９億３,３７２万４千円に対しては、７２.６％の執行率で前年度７８.

５％と比べ、５.９ポイントの減少を示している。 

・中学校費 

歳出決算額は、１０億２,９８３万９千円で前年度決算額９億８,４６１万

円と比べ、４,５２２万９千円（４.６％）の増加となっている。予算現額１

０億９,９４４万６千円に対しては、９３.７％の執行率で前年度８３.１％と

比べ、１０.６ポイントの増加を示している。 

・幼稚園費 

歳出決算額は、８億４,０４５万４千円で前年度決算額８億３,３５２万５

千円と比べ、６９２万９千円（０.８％）の増加となっている。予算現額８億

６,６０４万３千円に対しては、９７.０％の執行率で前年度９７.４％と比べ、

０.４ポイントの減少を示している。 

・社会教育費 

歳出決算額は、１１億２４５万５千円で前年度決算額１１億７,５８０万５

千円と比べ、７,３３５万円（６.２％）の減少となっている。予算現額１１

億３,５０６万２千円に対しては、９７.１％の執行率で前年度９８.０％と比

べ、０.９ポイントの減少を示している。 

 

・体育費 

歳出決算額は、２億９,６７８万７千円で前年度決算額３億２,２５９万１

千円と比べ、２,５８０万４千円（８.０％）の減少となっている。予算現額 
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３億１６８万円に対しては、９８.４％の執行率で前年度９６.８％と比べ、

１.６ポイントの増加を示している。 

 

  款11 公債費 

歳出決算額は、３２億３,６３８万９千円で前年度決算額３１億６,８２４

万４千円と比べ、６,８１４万５千円（２.２％）の増加となっている。予算

現額３２億３,９８０万７千円に対しては、９９.９％の執行率で前年度と同

一である。 

 

 

表11 

 

款 別 歳 出 状 況 

 

決 算 額

構 成 比

1 議 会 費 418,422,000 413,447,961 98.8 0.6

2 総 務 費 9,749,497,000 9,554,296,016 98.0 12.9

3 民 生 費 40,944,027,000 38,849,232,257 94.9 52.3

4 衛 生 費 7,283,527,000 6,871,307,179 94.3 9.2

5 労 働 費 53,084,000 52,682,497 99.2 0.1

6 農 業 費 122,475,000 118,527,277 96.8 0.2

7 商 工 費 789,225,000 764,913,060 96.9 1.0

8 土 木 費 4,482,622,000 4,302,036,366 96.0 5.8

9 消 防 費 2,321,897,000 2,245,093,618 96.7 3.0

10 教 育 費 8,910,464,000 7,833,258,747 87.9 10.5

11 公 債 費 3,239,807,000 3,236,389,487 99.9 4.3

12 諸 支 出 金 80,493,000 80,469,960 100.0 0.1

13 予 備 費 28,950,000 0 0.0 0.0

78,424,490,000 74,321,654,425 94.8 100.0

執 行 率

令　　和　　５　　年　　度

予　算　現　額 決　　算　　額

合　　　計

                区　分

  款　別
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款12 諸支出金 

歳出決算額は、８,０４７万円で前年度決算額８,２５９万６千円と比べ、

２１２万６千円（２.６％）の減少となっている。予算現額８,０４９万３千

円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と同一である。 

 

款13 予備費 

予備費については、当初予算額６,０００万円に対し、２６件、３,１０５

万円を充当した。 

 

 

 

 

年 度 比 較 表 
（単位：円：％） 

決 算 額

構 成 比

419,960,000 415,072,732 98.8 0.6 △ 1,624,771 △ 0.4

11,860,730,000 11,672,834,699 98.4 15.6 △ 2,118,538,683 △ 18.1

38,078,047,966 35,777,695,292 94.0 47.9 3,071,536,965 8.6

9,191,153,000 7,708,650,728 83.9 10.3 △ 837,343,549 △ 10.9

52,128,000 51,530,233 98.9 0.1 1,152,264 2.2

113,718,000 106,976,625 94.1 0.2 11,550,652 10.8

1,370,325,100 1,352,662,655 98.7 1.8 △ 587,749,595 △ 43.5

4,807,928,000 4,585,749,324 95.4 6.1 △ 283,712,958 △ 6.2

2,356,223,000 2,245,151,939 95.3 3.0 △ 58,321 △ 0.0

8,512,523,540 7,544,476,231 88.6 10.1 288,782,516 3.8

3,171,755,000 3,168,244,223 99.9 4.2 68,145,264 2.2

82,596,000 82,595,754 100.0 0.1 △ 2,125,794 △ 2.6

4,738,000 0 0.0 0.0 0 0.0

80,021,825,606 74,711,640,435 93.4 100.0 △ 389,986,010 △ 0.5

増  減  額予 算 現 額 決　算　額 執 行 率

令　　和　　４　　年　　度 対　前　年　度

比　　率
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  ② 性質別歳出決算額の比較 

性質別における前年度との比較は、表12に示すとおりである。 

消費的経費の決算額は、５５７億７,１２９万３千円で前年度５７５億２,

４０６万９千円と比べ、１７億５,２７７万６千円（３.０％）の減少となっ

ており、歳出決算総額７４３億２,１６５万４千円に対し、７５.０％の構成

比率で前年度７７.０％と比べ、２.０ポイントの減少を示している。 

投資的経費の決算額は、２７億４,４２６万８千円で前年度１８億２,６５

７万３千円と比べ、９億１,７６９万６千円（５０.２％）の増加となってお

り、歳出決算総額に対し、３.７％の構成比率で前年度２.４％と比べ、１.

３ポイントの増加を示している。 

公債費の決算額は、３２億３,６３８万９千円で前年度３１億６,８２４万

４千円と比べ、６,８１４万５千円（２.２％）の増加となっており、歳出決

算総額に対し、４.４％の構成比率で前年度４.２％と比べ、０.２ポイントの

増加を示している。 

 

 

表12 

性 質 別 歳 出 

決　　算　　額 構　成　比

55,771,292,725 75.0

人 件 費 10,827,700,381 14.6

物 件 費 11,553,447,468 15.5

維 持 補 修 費 473,841,007 0.6

扶 助 費 22,292,696,426 30.0

補 助 費 等 10,623,607,443 14.3

2,744,268,488 3.7

内 普 通 建 設 事 業 費 2,744,268,488 3.7

災 害 復 旧 事 業 費 0 0.0

訳 失 業 対 策 事 業 費 0 0.0

3,236,389,487 4.4

8,574,360,869 11.5

3,995,342,856 5.4

74,321,654,425 100.0

そ の 他

歳 出 合 計

消 費 的 経 費

内
　
　
訳

投 資 的 経 費

                              年 度 別

　経 費 別

公 債 費

繰 出 金

令　和　５　年　度
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繰出金の決算額は、８５億７,４３６万１千円で前年度７９億６,６０６万７ 

千円と比べ、６億８２９万４千円（７.６％）の増加となっており、歳出決算  

総額に対し、１１.５％の構成比率で前年度１０.７％と比べ、０.８ポイント

の増加を示している。 

   その他の決算額は、３９億９,５３４万３千円で前年度４２億２,６６８万８ 

千円と比べ、２億３,１３４万５千円（５.５％）の減少となっており、歳出決

算総額に対し、５.４％の構成比率で前年度５.７％と比べ、０.３ポイントの

減少を示している。 

   □注  その他とは、積立金、投資及び出資金・貸付金をいう。 

 

   なお、当年度の義務的経費（人件費、扶助費、公債費の合計）は３６３億５, 

６７８万６千円で前年度３６２億１,３５５万３千円と比べ、１億４,３２３万 

４千円（０.４％）の増加となっており、歳出決算総額に対し、４８.９％の構 

成比率で前年度４８.５％と比べ、０.４ポイントの増加を示している。 

 

 

 

 決 算 額 比 較 表                （単位：円：％） 

決　　算　　額 構　成　比 増  減  額 比　　率

57,524,068,796 77.0 △ 1,752,776,071 △ 3.0

11,246,830,669 15.1 △ 419,130,288 △ 3.7

13,137,330,435 17.6 △ 1,583,882,967 △ 12.1

329,573,232 0.4 144,267,775 43.8

21,798,477,865 29.2 494,218,561 2.3

11,011,856,595 14.7 △ 388,249,152 △ 3.5

1,826,572,625 2.4 917,695,863 50.2

1,750,969,625 2.3 993,298,863 56.7

75,603,000 0.1 △ 75,603,000 △ 100.0

0 0.0 0 0.0

3,168,244,223 4.2 68,145,264 2.2

7,966,067,258 10.7 608,293,611 7.6

4,226,687,533 5.7 △ 231,344,677 △ 5.5

74,711,640,435 100.0 △ 389,986,010 △ 0.5

令　和　４　年　度 対　前　年　度
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 ③ 予備費充当の状況 

  予備費の充当状況は、表13に示すとおりである。 

 

表13                  予 備 費 充 当 状 況 表 
                                                  （単位：円：件） 

充　当　額 件　数

7 報 償 費 745,000 2

8 旅 費 347,000 3

10 需 用 費 40,000 2

12 委 託 料 1,485,000 1

13 使 用 料 及 び 賃 借 料 120,000 3

10 需 用 費 2,916,000 2

12 委 託 料 5,047,000 3

7 報 償 費 832,000 1

12 委 託 料 12,037,000 2

13 使 用 料 及 び 賃 借 料 38,000 1

10 需 用 費 818,000 1

12 委 託 料 3,104,000 1

12 委 託 料 833,000 2

17 備 品 購 入 費 2,688,000 2

31,050,000 26

節款

合　　　　　　　計

民   生   費

4 衛   生   費

教 育 費10

総   務   費2

3

8 土　 木 　費

 

 

 

④ 予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

当年度予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況は、

表14に示すとおりである。 
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表14 

予 算 の 流 用 状 況 表 
流用元                                 （単位：円：件） 

金　　額 件数 金　　額 件数

1 報 酬 27,000 1 15 原 材 料 費 2,000 1

2 給 料 16 公 有 財 産 購 入 費

3 職 員 手 当 等 17 備 品 購 入 費 113,000 2

4 共 済 費 18
負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

216,000 6

5 災 害 補 償 費 19 扶 助 費 1,276,000 1

6 恩給及び退職年金 20 貸 付 金

7 報 償 費 271,000 3 21
補 償 、 補 填
及 び 賠 償 金

8 旅 費 8,000 1 22
償 還 金 、 利 子
及 び 割 引 料

9 交 際 費 23 投 資 及 び 出 資 金

10 需 用 費 19,078,000 20 24 積 立 金

11 役 務 費 821,000 7 25 寄 附 金

12 委 託 料 4,366,000 29 26 公 課 費

13 使用料及び賃借料 1,387,000 13 27 繰 出 金

14 工 事 請 負 費 1,386,000 1 28,951,000 85

節　　　別 節　　　別

合　　　計

 流用先                                 （単位：円：件） 

金　　額 件数 金　　額 件数

1 報 酬 15 原 材 料 費 38,000 1

2 給 料 16 公 有 財 産 購 入 費

3 職 員 手 当 等 17 備 品 購 入 費 5,832,000 8

4 共 済 費 18
負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

1,371,000 6

5 災 害 補 償 費 19 扶 助 費

6 恩給及び退職年金 20 貸 付 金

7 報 償 費 1,370,000 13 21
補 償 、 補 填
及 び 賠 償 金

5,000 1

8 旅 費 88,000 3 22
償 還 金 、 利 子
及 び 割 引 料

9 交 際 費 23 投 資 及 び 出 資 金

10 需 用 費 4,091,000 19 24 積 立 金

11 役 務 費 1,293,000 9 25 寄 附 金

12 委 託 料 13,101,000 14 26 公 課 費 29,000 1

13 使用料及び賃借料 1,733,000 10 27 繰 出 金

14 工 事 請 負 費 28,951,000 85

※本表は、当該年度の流用のうち、歳入歳出決算事項別明細書に記載のあるものについて示したものである。

合　　　計

節　　　別 節　　　別
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３ 国民健康保険特別会計 

 

⑴ 歳入決算状況 

 ① 歳入決算額における前年度との比較 

款別歳入状況の年度比較は、表15の⑴に示すとおりである。 

歳入決算額は、１７２億１,１４０万円で前年度決算額１６６億８,６２７万 

２千円と比べ、５億２,５１２万７千円（３.１％）の増加となっている。 

予算現額１７５億１,３２５万５千円に対しては、９８.３％の収入率で前年度 

９８.８％と比べ、０.５ポイントの減少を示し、調定額１７６億５,９９２万 

４千円に対しては、９７.５％の収入率で前年度９７.２％と比べ、０.３ポイ 

ントの増加を示している。 

   内訳は、次のとおりである。 

  款１ 国民健康保険税 

    歳入決算額は、３１億５,５９９万２千円で前年度決算額３１億９８８万６

千円と比べ、４,６１０万６千円（１.５％）の増加となっている。予算現額

３０億５,１６６万７千円に対しては、１０３.４％の収入率で前年度１０１.

８％と比べ、１.６ポイントの増加を示し、調定額３５億５,７０２万９千円

に対しては、８８.７％の収入率で前年度８７.６％と比べ、１.１ポイントの

増加を示している。 

 

  款２ 一部負担金 

    歳入決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

 

  款３ 国庫支出金 

    歳入決算額は、６８万４千円で前年度決算額３９万７千円と比べ、２８万

７千円（７２.３％）の増加となっている。予算現額５２万１千円に対しては、

１３１.３％の収入率で前年度３９,７００.０％と比べ、３９,５６８.７ポイ

ントの減少を示している。 

 

款４ 都支出金 

    歳入決算額は、１１４億７,２３６万１千円で前年度決算額１１１億８,４

８０万８千円と比べ、２億８,７５５万３千円（２.６％）の増加となってい

る。予算現額１１７億８,０６２万５千円に対しては、９７.４％の収入率で



―39― 

 

前年度９８.３％と比べ、０.９ポイントの減少を示している。 

 

款５ 繰入金 

    歳入決算額は、２４億３,０５８万１千円で前年度決算額２２億１,９５９

万４千円と比べ、２億１,０９８万７千円（９.５％）の増加となっている。

予算現額２５億２,９１０万２千円に対しては、９６.１％の収入率で前年度

９７.８％と比べ、１.７ポイントの減少を示している。 

 

  款６ 繰越金 

    歳入決算額は、１億１,４３５万３千円で前年度決算額１億５,１６９万９

千円と比べ、３,７３４万６千円（２４.６％）の減少となっている。予算現

額１億１,４３５万２千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一

である。 

 

款７ 諸収入 

    歳入決算額は、３,７４２万９千円で前年度決算額１,９８８万９千円と比

べ、１,７５４万円（８８.２％）の増加となっている。予算現額３,６９８万

６千円に対しては、１０１.２％の収入率で前年度６３.５％と比べ、３７.

７ポイントの増加を示している。 

 

 

表15の⑴ 

歳 入 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 国 民 健 康 保 険 税 3,155,992,092 18.3 3,109,885,598 18.7 46,106,494 1.5

2 一 部 負 担 金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 684,000 0.0 397,000 0.0 287,000 72.3

4 都 支 出 金 11,472,360,806 66.7 11,184,807,860 67.0 287,552,946 2.6

5 繰 入 金 2,430,580,724 14.1 2,219,593,575 13.3 210,987,149 9.5

6 繰 越 金 114,352,599 0.7 151,699,043 0.9 △ 37,346,444 △ 24.6

7 諸 収 入 37,429,476 0.2 19,889,330 0.1 17,540,146 88.2

17,211,399,697 100.0 16,686,272,406 100.0 525,127,291 3.1合　　　　計

令和５年度 令和４年度 対 前 年 度              区　分
  款　別
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 ② 国民健康保険税の収納状況 

ア 国民健康保険税の年度別収納状況 

国民健康保険税の年度別収納状況は、表15の⑵に示すとおりである。 

   ・現年度分 

歳入決算額は、３０億３８９万５千円で前年度決算額２９億７,５３２万 

５千円と比べ、２,８５７万円（１.０％）の増加となっている。予算現額２ 

９億１,０９９万８千円に対しては、１０３.２％の収入率で前年度１０２. 

３％と比べ、０.９ポイントの増加を示し、調定額３１億５,８４２万６千円 

に対しては、９５.１％の収入率で前年度９４.７％と比べ、０.４ポイント 

の増加を示している。 

 

   ・滞納繰越分 

    歳入決算額は、１億５,２０９万７千円で前年度決算額１億３,４５６万１ 

   千円と比べ、１,７５３万６千円（１３.０％）の増加となっている。予算現 

   額１億４,０６６万９千円に対しては、１０８.１％の収入率で前年度９１. 

８％と比べ、１６.３ポイントの増加を示し、調定額３億９,８６０万３千円 

に対しては、３８.２％の収入率で前年度３２.９％と比べ、５.３ポイントの 

増加を示している。 
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表15の⑵ 

年度別国民健康保険税収納状況表 
（単位：円：％） 

令和５年度 令和４年度 令和３年度

現 年 度 分 2,910,998,000 2,907,774,000 2,775,217,000

滞 納 繰 越 分 140,669,000 146,645,000 130,330,000

計 3,051,667,000 3,054,419,000 2,905,547,000

現 年 度 分 3,158,425,700 3,140,768,800 3,021,325,600

滞 納 繰 越 分 398,603,404 408,938,234 415,968,794

計 3,557,029,104 3,549,707,034 3,437,294,394

現 年 度 分 3,003,894,985 2,975,324,650 2,870,008,213

滞 納 繰 越 分 152,097,107 134,560,948 123,368,247

計 3,155,992,092 3,109,885,598 2,993,376,460

現 年 度 分 164,984,069 170,784,762 163,881,487

滞 納 繰 越 分 196,353,740 236,378,560 258,735,212

計 361,337,809 407,163,322 422,616,699

現 年 度 分 10,488,454 6,377,712 12,677,700

滞 納 繰 越 分 972,916 1,488,839 185,058

計 11,461,370 7,866,551 12,862,758

現 年 度 分 95.1 94.7 95.0

滞 納 繰 越 分 38.2 32.9 29.7

計 88.7 87.6 87.1

収
入
未
済
額

還
付
未
済
額
対
調
定
収
入
率

区　　　　分

予
算
現
額

調

定

額

収
入
済
額

   

イ 不納欠損の内訳 

    国民健康保険税の不納欠損の内訳は、表15の⑶に示すとおりである。 

不納欠損は、件数が５,５５８件、金額が５,１１６万１千円で前年度 

４,８５３件、４,０５２万５千円と比べ、件数では７０５件の増加、金 

額では１,０６３万６千円の増加となっている。 

表15の⑶ 

国民健康保険税不納欠損内訳表 
（単位：件：円） 

件 数 金　 額 件 数 金　 額 件 数 金　 額 件 数 金　 額

国民健康
保 険 税

625 6,293,048 903 11,318,013 4,030 33,549,512 5,558 51,160,573

第15条の7第4項 第15条の7第5項 合　　　計第18条第1項     区分
税目

※ 区分条項については、24ページ参照 
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③ 繰入金の年度別状況 

繰入金の年度別状況は、表15の⑷に示すとおりである。 

 

表15の⑷ 

一般会計からの年度別繰入金比較表 
（単位：円） 

決　　算　　額 指数 決　　算　　額 指数 決　　算　　額 指数

2,426,580,724 132.5 2,219,593,575 121.2 1,830,872,349 100.0

令和５年度 令和４年度 令和３年度

 

  

⑵ 歳出決算状況 

 ① 歳出決算額における前年度との比較 

   款別歳出状況の年度比較は、表16の⑴に示すとおりである。 

   歳出決算額は、１７０億９７７万５千円で前年度決算額１６５億７,１９２万

円と比べ、４億３,７８５万６千円（２.６％）の増加となっている。 

予算現額１７５億１,３２５万５千円に対しては、９７.１％の執行率で前年度 

９８.１％と比べ、１.０ポイントの減少を示している。 

 

   内訳は、次のとおりである。 

 

  款１ 総務費 

    歳出決算額は、２億２,７２５万６千円で前年度決算額２億２,１１８万７

千円と比べ、６０６万９千円（２.７％）の増加となっている。予算現額２億

３,４７０万１千円に対しては、９６.８％の執行率で前年度９５.３％と比べ、

１.５ポイントの増加を示している。 

 

  款２ 保険給付費 

    歳出決算額は、１１２億１,４６６万４千円で前年度決算額１０９億４,２

５７万６千円と比べ、２億７,２０８万８千円（２.５％）の増加となってい

る。予算現額１１６億７,６２６万円に対しては、９６.０％の執行率で前年

度９７.５％と比べ、１.５ポイントの減少を示している。 

 

  款３ 国民健康保険事業費納付金 

    歳出決算額は、５２億９,１４３万６千円で前年度５０億３,７７９万１千

円と比べ、２億５,３６４万５千円（５.０％）の増加となっている。予算現
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額５２億９,１４３万８千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と同

一である。 
   

  款４ 保健事業費 

    歳出決算額は、１億７,０９６万２千円で前年度決算額１億７,６０８万３

千円と比べ、５１２万１千円（２.９％）の減少となっている。予算現額１億

９,１９２万６千円に対しては、８９.１％の執行率で前年度９０.６％と比べ、

１.５ポイントの減少を示している。 

 

  款５ 諸支出金 

    歳出決算額は、１億５４５万７千円で前年度決算額１億９,４２８万２千円

と比べ、８,８８２万５千円（４５.７％）の減少となっている。予算現額１

億１,７９３万円に対しては、８９.４％の執行率で前年度９６.０％と比べ、

６.６ポイントの減少を示している。 

 

  款６ 予備費 

    歳出決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

 

表16の⑴ 

歳 出 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 総 務 費 227,255,913 1.4 221,187,328 1.3 6,068,585 2.7

2 保 険 給 付 費 11,214,663,918 65.9 10,942,576,307 66.0 272,087,611 2.5

3
国民健康保険事業費
納 付 金

5,291,436,255 31.1 5,037,791,227 30.4 253,645,028 5.0

4 保 健 事 業 費 170,962,096 1.0 176,082,786 1.1 △ 5,120,690 △ 2.9

5 諸 支 出 金 105,457,291 0.6 194,282,159 1.2 △ 88,824,868 △ 45.7

6 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

17,009,775,473 100.0 16,571,919,807 100.0 437,855,666 2.6合          計

              区　分

  款　別

令和５年度 令和４年度 対 前 年 度
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② 療養諸費等の年度比較 

療養諸費等の年度比較は、表16の⑵に示すとおりである。 

 注 療養諸費等とは、一般被保険者・退職被保険者に係る療養の給付（食事療養・

生活療養を除く）、診療費、補装具、柔道整復師、アンマ・マッサージ、ハリ・

キュウ、海外療養費及び移送費をいう。 

表16の⑵ 

療 養 諸 費 等 比 較 表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③ 予備費充当の状況 

   予備費の充当状況は、０件となっている（表17国民健康保険特別会計予備費

充当状況表はない。）。 

 

④ 予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

   当年度予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況は、

表18に示すとおりである。 

 

表18 

予 算 の 流 用 状 況 表 
 
流用元           （単位：円：件）   流用先           （単位：円：件） 
 

 

増    減 比 率

世帯 23,145 23,988 △ 843 △ 3.5

人 32,202 33,825 △ 1,623 △ 4.8

件 577,476 586,576 △ 9,100 △ 1.6

円 13,067,240,095 12,836,658,933 230,581,162 1.8

１ 件 当 た り 費 用 額 円 22,628 21,884 744 3.4

１ 世 帯 当 た り 費 用 額 円 564,582 535,128 29,454 5.5

１ 人 当 た り 費 用 額 円 405,790 379,502 26,288 6.9

円 9,580,149,819 9,420,574,628 159,575,191 1.7

１ 世 帯 当 た り 負 担 金 円 413,919 392,720 21,199 5.4

１ 人 当 た り 負 担 金 円 297,502 278,509 18,993 6.8

令和５年度 令和４年度

保 険 者 負 担 金

内
訳

受 診 件 数

費 用 額

内
　
訳

対 前 年 度

世 帯 数 （ 年 間 平 均 ）

被 保 険 者 数 （ 年 間 平 均 ）

区　　　　分 単位

金　　額 件数 金　　額 件数

18
負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

371,000 1 12 委 託 料 371,000 1

371,000 1 371,000 1

※本表は、当該年度の流用のうち、歳入歳出決算事項別明細書に記載のあるものについて示したものである。

節　　　別 節　　　別

合　　　計 合　　　計
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４ 土地区画整理事業特別会計 

 

 ⑴ 歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表19（４６ページ）に示すとおりである。 

   歳入決算額は、２２億４,２１９万２千円で前年度決算額２４億７１万８千円と

比べ、１億５,８５２万６千円（６.６％）の減少となっている。予算現額２０

億４,４１１万５千円に対しては、１０９.７％の収入率で前年度１０３.５％

と比べ、６.２ポイントの増加を示し、調定額２２億４,２１９万２千円に対し

ては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

   内訳は、次のとおりである。 

 

  款１ 使用料及び手数料 

    歳入決算額は、１０万５千円で前年度決算額１４万円と比べ、３万６千円 

（２５.４％）の減少となっている。予算現額６万６千円に対しては、１５８. 

６％の収入率で前年度１５６.０％と比べ、２.６ポイントの増加を示している。 

 

  款２ 分担金及び負担金 

    歳入決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

 

  款３ 国庫支出金 

    歳入決算額は、３億４,７２０万２千円で前年度決算額６億２１０万７千円と

比べ、２億５,４９０万５千円（４２.３％）の減少となっている。予算現額

３億４,７２０万２千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度９４.２％

と比べ、５.８ポイントの増加を示している。 

 

  款４ 都支出金 

    歳入決算額は、６,４７５万円で前年度決算額１億４,４４０万２千円と比べ、

７,９６５万２千円（５５.２％）の減少となっている。予算現額６,４７５万

円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

  款５ 財産収入 

    歳入決算額は、２５万６千円で前年度決算額２０万２千円と比べ、５万３

千円（２６.３％）の増加となっている。予算現額２５万８千円に対しては、
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９９.１％の収入率で前年度９８.７％と比べ、０.４ポイントの増加を示して

いる。 

 

  款６ 繰入金 

    歳入決算額は、１３億円で前年度決算額と同一である。 

 

  款７ 繰越金 

    歳入決算額は、１億９,９１２万４千円で前年度決算額１億５,１７６万８

千円と比べ、４,７３５万６千円（３１.２％）の増加となっている。 

 

  款８ 諸収入 

    歳入決算額は、３億３,０７５万５千円で前年度決算額２億２０９万８千円

と比べ、１億２,８６５万７千円（６３.７％）の増加となっている。 

 

 

表19 

歳 入 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 使用料及び手数料 104,700 0.0 140,400 0.0 △ 35,700 △ 25.4

2 分担金及び負担金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

3 国 庫 支 出 金 347,202,325 15.5 602,107,122 25.1 △ 254,904,797 △ 42.3

4 都 支 出 金 64,750,000 2.9 144,402,000 6.0 △ 79,652,000 △ 55.2

5 財 産 収 入 255,671 0.0 202,363 0.0 53,308 26.3

6 繰 入 金 1,300,000,000 58.0 1,300,000,000 54.2 0 0.0

7 繰 越 金 199,124,000 8.9 151,767,661 6.3 47,356,339 31.2

8 諸 収 入 330,755,351 14.7 202,098,351 8.4 128,657,000 63.7

2,242,192,047 100.0 2,400,717,897 100.0 △ 158,525,850 △ 6.6合          計

令和５年度 令和４年度 対 前 年 度              区　分

  款　別
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⑵ 歳出決算状況 

 ① 歳出決算額における前年度との比較 

    款別歳出状況の年度比較は、表20に示すとおりである。 

    歳出決算額は、１９億１,３５２万６千円で前年度決算額２２億１５９万４

千円と比べ、２億８,８０６万８千円（１３.１％）の減少となっている。予

算現額２０億４,４１１万５千円に対しては、９３.６％の執行率で前年度９

４.９％と比べ、１.３ポイントの減少を示している。 

   内訳は、次のとおりである。 

  款１ 区画整理費 

    歳出決算額は、１５億６,９７２万１千円で前年度決算額１８億５,７７８

万９千円と比べ、２億８,８０６万８千円（１５.５％）の減少となっている。

予算現額１６億９,９８０万９千円に対しては、９２.３％の執行率で前年度

９４.１％と比べ、１.８ポイントの減少を示している。 

  款２ 公債費 

    歳出決算額は、３億４,３８０万５千円で前年度決算額と同額である。予 

算現額３億４,３８０万６千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と

同一である。 

  款３ 予備費 

    歳出決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

表20 

歳 出 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 ② 予備費充当の状況 

   予備費の充当状況は、０件となっている（表21土地区画整理事業特別会計 

予備費充当状況表はない。）。 
  

 

 

 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 区 画 整 理 費 1,569,721,165 82.0 1,857,788,697 84.4 △ 288,067,532 △ 15.5

2 公 債 費 343,805,200 18.0 343,805,200 15.6 0 0.0

3 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

1,913,526,365 100.0 2,201,593,897 100.0 △ 288,067,532 △ 13.1合      計

令和５年度 令和４年度 対 前 年 度          区　分
 款　別
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③ 予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

当年度予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

は、表22に示すとおりである。 

 

表22 

予 算 の 流 用 状 況 表 
 
流用元           （単位：円：件）   流用先           （単位：円：件） 

 

 

 

 

 

 

参考 

 令和５年度の土地区画整理事業概要は次表のとおりである。 
（単位：円：ha） 

豊 田 南 87.1 昭 和 61 ～ 令 和 10 年 度

万 願 寺 第 二 46.4 平 成 3 ～ 令 和 14 年 度

東 町 34.5 平 成 4 ～ 令 和 15 年 度

西 平 山 91.4 平 成 4 ～ 令 和 10 年 度

組合施行（川辺堀之内） ※２ 0 18.7 平 成 20 ～ 令 和 7 年 度

※１

216,231,846

総 事 業 費 区域面積 施　行　年　度決　算　額
             項　目
 事業地区

616,860,532

44,000,000,000

25,576,000,000

16,661,000,000

40,800,000,000

532,978,094

166,087,117

8,515,850,000

※１ 総事業費は、事業計画書の資金計画上の総事業費である。 

※２ 令和５年度における組合施行（川辺堀之内）への市助成金は予算計上をしていないため、 

決算額は０円である。 

金　　額 件数 金　　額 件数

3 職 員 手 当 等 247,000 2 3 職 員 手 当 等 247,000 2

247,000 2 247,000 2

※本表は、当該年度の流用のうち、歳入歳出決算事項別明細書に記載のあるものについて示したものである。

節　　　別 節　　　別

合　　　計 合　　　計
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５ 介護保険特別会計 

 

 ⑴ 歳入決算状況 

款別歳入状況の年度比較は、表23（５０ページ）に示すとおりである。 

歳入決算額は、１６０億１,４６５万円で前年度決算額１５４億８,００４万

８千円と比べ、５億３,４６０万１千円（３.５％）の増加となっている。 

予算現額１６２億８,４３８万円に対しては、９８.３％の収入率で前年度９ 

７.５％と比べ、０.８ポイントの増加を示し、調定額１６０億５,６７３万３ 

千円に対しては、９９.７％の収入率で前年度と同一である。 

 

   内訳は、次のとおりである。 

 

  款１ 保険料 

    歳入決算額は、３３億９,４０４万５千円で前年度決算額３３億９,９０９

万９千円と比べ、５０５万４千円（０.１％）の減少となっている。予算現額

３４億３,０１７万３千円に対しては、９８.９％の収入率で前年度９９.７％

と比べ、０.８ポイントの減少を示し、調定額３４億３,４８６万６千円に対

しては、９８.８％の収入率で前年度９８.７％と比べ、０.１ポイントの増加

を示している。 

 

  款２ 国庫支出金 

    歳入決算額は、３５億７,６２７万３千円で前年度決算額３４億８,０２７

万５千円と比べ、９,５９９万７千円（２.８％）の増加となっている。予算

現額３６億１,９２８万７千円に対しては、９８.８％の収入率で前年度９９.

２％と比べ、０.４ポイントの減少を示している。 

 

  款３ 支払基金交付金 

    歳入決算額は、３９億８,５５１万２千円で前年度決算額３８億１,６８７

万５千円と比べ、１億６,８６３万７千円（４.４％）の増加となっている。 

   予算現額４１億２,１８７万１千円に対しては、９６.７％の収入率で前年度 

９５.２％と比べ、１.５ポイントの増加を示している。 

 

  款４ 都支出金 

    歳入決算額は、２２億８,５３７万２千円で前年度決算額２１億４,９８８

万円と比べ、１億３,５４９万２千円（６.３％）の増加となっている。予算

現額２２億９,８８０万６千円に対しては、９９.４％の収入率で前年度９６.
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３％と比べ、３.１ポイントの増加を示している。 

 

款５ 財産収入 

    歳入決算額は、１万１千円で前年度決算額６千円と比べ、４千円（６５.

０％）の増加となっている。予算現額１万１千円に対しては、９７.２％の収

入率で前年度１３.０％と比べ、８４.２ポイントの増加を示している。 

 

  款６ 繰入金 

    歳入決算額は、２４億４,３９５万６千円で前年度決算額２３億１,８５５

万３千円と比べ、１億２,５４０万２千円（５.４％）の増加となっている。

予算現額２４億８,４８７万９千円に対しては、９８.４％の収入率で前年度

９５.８％と比べ、２.６ポイントの増加を示している。 

 

  款７ 繰越金 

    歳入決算額は、３億２,９０７万８千円で前年度決算額２億９,３６１万２

千円と比べ、３,５４６万５千円（１２.１％）の増加となっている。予算現

額３億２,９０７万７千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一

である。 

 

  款８ 諸収入 

    歳入決算額は、４０万５千円で前年度決算額２,１７４万７千円と比べ、２,

１３４万２千円（９８.１％）の減少となっている。予算現額２７万６千円に

対しては、１４６.６％の収入率で前年度７,７９４.６％と比べ、７,６４８.

０ポイントの減少を示している。 

表23 

歳 入 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

  

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 保 険 料 3,394,044,500 21.2 3,399,098,736 22.0 △ 5,054,236 △ 0.1

2 国 庫 支 出 金 3,576,272,684 22.3 3,480,275,337 22.5 95,997,347 2.8

3 支払基金交付金 3,985,511,560 24.9 3,816,875,000 24.6 168,636,560 4.4

4 都 支 出 金 2,285,372,110 14.3 2,149,880,284 13.9 135,491,826 6.3

5 財 産 収 入 10,697 0.0 6,483 0.0 4,214 65.0

6 繰 入 金 2,443,955,829 15.3 2,318,553,339 15.0 125,402,490 5.4

7 繰 越 金 329,077,688 2.0 293,612,413 1.9 35,465,275 12.1

8 諸 収 入 404,500 0.0 21,746,896 0.1 △ 21,342,396 △ 98.1

16,014,649,568 100.0 15,480,048,488 100.0 534,601,080 3.5合  　　  計

令和５年度 令和４年度 対 前 年 度           区　分
 款　別
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⑵ 歳出決算状況 

  ① 歳出決算額における前年度との比較 

款別歳出状況の年度比較は、表24（５２ページ）に示すとおりである。 

    歳出決算額は、１５８億４,４３４万５千円で前年度決算額１５１億５,０

９７万１千円と比べ、６億９,３３７万４千円（４.６％）の増加となってい

る。予算現額１６２億８,４３８万円に対しては、９７.３％の執行率で前年

度９５.４％と比べ、１.９ポイントの増加を示している。 

 

   内訳は、次のとおりである。 

 

  款１ 総務費 

    歳出決算額は、２億７,１２６万２千円で前年度決算額２億４,０３９万円

と比べ、３,０８７万２千円（１２.８％）の増加となっている。予算現額３

億９５７万１千円に対しては、８７.６％の執行率で前年度９２.９％と比べ、

５.３ポイントの減少を示している。 

 

  款２ 保険給付費 

    歳出決算額は、１４２億５,３４６万円で前年度決算額１３５億７,６２１

万３千円と比べ、６億７,７２４万７千円（５.０％）の増加となっている。

予算現額１４６億４,１８１万３千円に対しては、９７.３％の執行率で前年

度９５.３％と比べ、２.０ポイントの増加を示している。 

 

  款３ 地域支援事業費 

    歳出決算額は、９億１,０８７万７千円で前年度決算額８億８,４９４万１

千円と比べ、２,５９３万５千円（２.９％）の増加となっている。予算現額

９億２,２８３万円に対しては、９８.７％の執行率で前年度９６.６％と比べ、

２.１ポイントの増加を示している。 

 

  款４ 基金積立金 

    歳出決算額は、２億２,７８３万１千円で前年度決算額２億９,０７３万３

千円と比べ、６,２９０万２千円（２１.６％）の減少となっている。予算現

額２億２,７８３万１千円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と同一

である。 
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  款５ 諸支出金 

    歳出決算額は、１億８,０９１万６千円で前年度決算額１億５,８６９万４

千円と比べ、２,２２２万２千円（１４.０％）の増加となっている。予算現

額１億８,１３３万５千円に対しては、９９.８％の執行率で前年度９９.２％

と比べ、０.６ポイントの増加を示している。 

  款６ 予備費 

    歳出決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

  表24 

           歳 出 決 算 額 比 較 表    （単位：円：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 予備費充当の状況 

    予備費の充当状況は、０件となっている（表25介護保険特別会計予備費充

当状況表はない。）。 

  ③ 予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

    当年度予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況は、

表26に示すとおりである。 

表26             

予 算 の 流 用 状 況 表 
 

流用元           （単位：円：件）   流用先           （単位：円：件） 

 

 

 

 

 

 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 総 務 費 271,261,600 1.7 240,390,024 1.6 30,871,576 12.8

2 保 険 給 付 費 14,253,459,880 90.0 13,576,212,763 89.6 677,247,117 5.0

3 地域支援事業費 910,876,811 5.8 884,941,382 5.8 25,935,429 2.9

4 基 金 積 立 金 227,830,581 1.4 290,732,767 1.9 △ 62,902,186 △ 21.6

5 諸 支 出 金 180,916,275 1.1 158,693,864 1.1 22,222,411 14.0

6 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

15,844,345,147 100.0 15,150,970,800 100.0 693,374,347 4.6合          計

令和５年度 令和４年度 対 前 年 度           区　分

 款　別

金　　額 件数 金　　額 件数

18
負 担 金 、 補 助 及 び
交 付 金

10,444,000 7 11 役 務 費 97,000 2

10,444,000 7 18
負 担 金 、 補 助 及 び
交 付 金

10,347,000 5

10,444,000 7

※本表は、当該年度の流用のうち、歳入歳出決算事項別明細書に記載のあるものについて示したものである。

合　　　計

合　　　計

節　　　別 節　　　別
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６ 後期高齢者医療特別会計 

 

 ⑴ 歳入決算状況 

   款別歳入状況の年度比較は、表27（５４ページ）に示すとおりである。 

   歳入決算額は、５４億４,８８７万６千円で前年度決算額５０億４６９万６千

円と比べ、４億４,４１８万１千円（８.９％）の増加となっている。予算現額

５４億３,６６１万９千円に対しては、１００.２％の収入率で前年度１００.

４％と比べ、０.２ポイントの減少を示し、調定額５４億５,３７７万円に対し

ては、９９.９％の収入率で前年度９９.８％と比べ、０.１ポイントの増加を

示している。 

 

   内訳は、次のとおりである。 
 

  款１ 後期高齢者医療保険料 

    歳入決算額は、２７億５,４６１万５千円で前年度決算額２６億９,４０３

万６千円と比べ、６,０５７万８千円（２.２％）の増加となっている。予算

現額２７億３,７４４万円に対しては、１００.６％の収入率で前年度１００.

７％と比べ、０.１ポイントの減少を示し、調定額２７億５,９５０万８千円

に対しては、９９.８％の収入率で前年度９９.６％と比べ、０.２ポイントの

増加を示している。 

 

  款２ 使用料及び手数料 

    歳入決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 
 

  款３ 繰入金 

    歳入決算額は、２４億７,４４７万８千円で前年度決算額２１億９,５８５万８

千円と比べ、２億７,８６２万１千円（１２.７％）の増加となっている。予算現

額２４億７,４４８万２千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一で

ある。 

 

  款４ 諸収入 

    歳入決算額は、１億８,２８９万８千円で前年度決算額１億９６７万円と比

べ、７,３２２万８千円（６６.８％）の増加となっている。予算現額１億８,

７８１万１千円に対しては、９７.４％の収入率で前年度９９.３％と比べ、

１.９ポイントの減少を示している。 
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  款５ 繰越金 

    歳入決算額は、３,６８８万５千円で前年度決算額５１３万２千円と比べ、３,

１７５万３千円（６１８.８％）の増加となっている。予算現額３,６８８万５

千円に対しては、１００.０％の収入率で前年度と同一である。 

 

表27 

歳 入 決 算 額 比 較 表 
 （単位：円：％） 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 後期高齢者医療保険料 2,754,614,600 50.5 2,694,036,283 53.8 60,578,317 2.2

2 使 用 料 及 び 手 数 料 0 0.0 0 0.0 0 0.0

3 繰 入 金 2,474,478,467 45.4 2,195,857,502 43.9 278,620,965 12.7

4 諸 収 入 182,898,014 3.4 109,670,174 2.2 73,227,840 66.8

5 繰 越 金 36,885,271 0.7 5,131,827 0.1 31,753,444 618.8

5,448,876,352 100.0 5,004,695,786 100.0 444,180,566 8.9

令和５年度 令和４年度 対 前 年 度

合          計

               区　分

  款　別
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 ⑵ 歳出決算状況 

  ① 歳出決算額における前年度との比較 

款別歳出状況の年度比較は、表28（５６ページ）に示すとおりである。 

   歳出決算額は、５４億１,６６１万９千円で前年度決算額４９億６,７８１万１

千円と比べ、４億４,８８０万９千円（９.０％）の増加となっている。予算

現額５４億３,６６１万９千円に対しては、９９.６％の執行率で前年度と同

一である。 

 

   内訳は、次のとおりである。 

 

  款１ 総務費 

    歳出決算額は、７,７１３万７千円で前年度決算額９,１５３万４千円と比

べ、１,４３９万７千円（１５.７％）の減少となっている。予算現額８,３１

１万７千円に対しては、９２.８％の執行率で前年度９３.６％と比べ、０.

８ポイントの減少を示している。 

 

款２ 分担金及び負担金 

    歳出決算額は、４９億９,４３４万６千円で前年度決算額４７億５,８５４

万６千円と比べ、２億３,５８０万１千円（５.０％）の増加となっている。

予算現額４９億９，５６７万円に対しては、１００.０％の執行率で前年度と

同一である。 
 

款３ 給付費 

    歳出決算額は、６,３４５万円で前年度決算額６,２９０万円と比べ、５５

万円（０.９％）の増加となっている。予算現額７,２５０万円に対しては、

８７.５％の執行率で前年度９２.６％と比べ、５.１ポイントの減少を示して

いる。 
 

  款４ 保健事業費 

    歳出決算額は、２億３,０２６万６千円で前年度決算額６２５万６千円と比

べ、２億２,４００万９千円(３,５８０.５％）の増加となっている。予算現

額２億３,１１８万円に対しては、９９.６％の執行率で前年度７６.６％と比

べ、２３.０ポイントの増加を示している。 
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款５ 諸支出金 

 歳出決算額は、５,１４２万円で前年度決算額４,８５７万４千円と比べ、

２８４万６千円（５.９％）の増加となっている。予算現額５,３１５万２千

円に対しては、９６.７％の執行率で前年度９３.４％と比べ、３.３ポイント

の増加を示している。 

 

  款６ 予備費 

    歳出決算額は０円で、前年度決算額と同一である。 

 

表28 

歳 出 決 算 額 比 較 表 
（単位：円：％） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

決　算　額 構成比 決　算　額 構成比 増　減　額 比 率

1 総 務 費 77,137,132 1.4 91,534,286 1.8 △ 14,397,154 △ 15.7

2 分担金及び負担金 4,994,346,435 92.2 4,758,545,729 95.8 235,800,706 5.0

3 給 付 費 63,450,000 1.2 62,900,000 1.3 550,000 0.9

4 保 健 事 業 費 230,265,649 4.3 6,256,313 0.1 224,009,336 3,580.5

5 諸 支 出 金 51,420,162 0.9 48,574,187 1.0 2,845,975 5.9

6 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

5,416,619,378 100.0 4,967,810,515 100.0 448,808,863 9.0合          計

令和５年度 令和４年度 対 前 年 度            区　分

  款　別
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 ② 予備費充当の状況 

予備費の充当状況は、０件となっている（表29後期高齢者医療特別会計予 

備費充当状況表はない。）。 

③ 予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況 

    当年度予算の流用（歳入歳出決算事項別明細書に記載される流用）状況は、

表30に示すとおりである。 

表30             

予 算 の 流 用 状 況 表 
 

流用元           （単位：円：件）   流用先           （単位：円：件） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金　　額 件数 金　　額 件数

10 需 用 費 70,000 3 12 委 託 料 2,101,000 7

11 役 務 費 716,000 3 2,101,000 7

18
負 担 金 、 補 助
及 び 交 付 金

1,315,000 1

2,101,000 7

※本表は、当該年度の流用のうち、歳入歳出決算事項別明細書に記載のあるものについて示したものである。

節　　　別 節　　　別

合　　　計

合　　　計
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７ 実質収支に関する調書 

  実質収支額等の比較は、表31に示すとおりである。 

⑴  実質収支の比較 

   実質収支額は、歳入歳出差引額（形式収支額）から翌年度へ繰越すべき財源

を差し引いた額である。当年度の一般会計と特別会計の実質収支額合計は４４ 

億８,４１１万６千円で前年度３２億８,５４９万９千円と比べ、１１億９,８６

１万８千円（３６.５％）の増加である。 

 

 

表31 

 

実 質 収 支 額     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険 土地区画整理事業 介護保険 後期高齢者医療 小計

78,211,664,531 17,211,399,697 2,242,192,047 16,014,649,568 5,448,876,352 40,917,117,664 119,128,782,195

74,321,654,425 17,009,775,473 1,913,526,365 15,844,345,147 5,416,619,378 40,184,266,363 114,505,920,788

3,890,010,106 201,624,224 328,665,682 170,304,421 32,256,974 732,851,301 4,622,861,407

継 続 費
逓 次 繰 越 額

0 0 0 0 0 0 0

繰 越 明 許 費
繰 越 額

138,745,000 0 0 0 0 0 138,745,000

事 故 繰 越
繰 越 額

0 0 0 0 0 0 0

計 138,745,000 0 0 0 0 0 138,745,000

3,751,265,106 201,624,224 328,665,682 170,304,421 32,256,974 732,851,301 4,484,116,407

0 0 0 0 0 0 0

2,640,343,268 114,352,599 164,840,000 329,077,688 36,885,271 645,155,558 3,285,498,826

1,110,921,838 87,271,625 163,825,682 △ 158,773,267 △ 4,628,297 87,695,743 1,198,617,581

実 質 収 支 額 （ Ａ ）

実 質 収 支 額 の う ち
地 方 自 治 法 第 233 条
の 2 の 規 定 に よ る
基 金 繰 入 額

前 年 度 実 質 収 支 額
（ Ｂ ）

単 年 度 収 支 額
（ Ａ － Ｂ ）

歳 入 総 額

翌
年
度
へ
繰
越
す
べ
き
財
源

区　　分

令和５年度

一般会計 合　　計
特別会計

歳 出 総 額

歳 入 歳 出 差 引 額
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⑵  単年度収支の比較 

単年度収支額は、当年度実質収支額から前年度実質収支額を差し引いた額 

  である。これは当年度実質収支額の中には前年度から繰り越された額がある 

ので、その影響を控除することによりその年度の収支を明確にしようとする 

ものである。 

当年度の一般会計と特別会計の単年度収支額合計は１１億９,８６１万８千 

円で前年度△２３億６,２７４万１千円と比べ、３５億６,１３５万８千円（１ 

５０.７％）の増加である。 

 

 

 

 

等 比 較 表 

                                   （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康保険 土地区画整理事業 介護保険 後期高齢者医療 小計

77,531,770,703 16,686,272,406 2,400,717,897 15,480,048,488 5,004,695,786 39,571,734,577 117,103,505,280

74,711,640,435 16,571,919,807 2,201,593,897 15,150,970,800 4,967,810,515 38,892,295,019 113,603,935,454

2,820,130,268 114,352,599 199,124,000 329,077,688 36,885,271 679,439,558 3,499,569,826

0 0 0 0 0 0 0

160,426,000 0 34,284,000 0 0 34,284,000 194,710,000

19,361,000 0 0 0 0 0 19,361,000

179,787,000 0 34,284,000 0 0 34,284,000 214,071,000

2,640,343,268 114,352,599 164,840,000 329,077,688 36,885,271 645,155,558 3,285,498,826

0 0 0 0 0 0 0

5,119,264,586 151,699,043 78,531,661 293,612,413 5,131,827 528,974,944 5,648,239,530

△ 2,478,921,318 △ 37,346,444 86,308,339 35,465,275 31,753,444 116,180,614 △ 2,362,740,704

令和４年度

一般会計
特別会計

合　　計
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８ 財産に関する調書 

 

  当年度末現在における財産の状況は、表32（６６ページ）に示すとおりである。 

  なお、国民健康保険高額療養費貸付基金及び国民健康保険出産費資金貸付基金

の詳細は、次項で述べる。 

 

⑴ 公有財産 

①  土地及び建物 

   ・土   地             1,745,047.06㎡ 

     行政財産             1,649,692.71㎡ 

     普通財産              95,354.35㎡ 

   ・建   物              361,041.93㎡ 

     行政財産              343,605.00㎡ 

     普通財産              17,436.93㎡ 

  ② 有価証券 

   ・当年度末現在高（３団体）         ５,０１０万円 

  ③ 出資による権利 

   ・当年度末現在高（１１団体）    ６億６,２５５万６千円 

⑵ 物  品 

   ・自動車                     ５４台 

   ・物品（自動車以外の物品で１品目の取得価格が１００万円以上のもの） ４３９件 

⑶  債  権 

   ・多摩都市モノレール株式会社貸付金 

     当年度末現在高               １３億円 

  

⑷ 基  金 

   基金は、積立型基金１５基金、定額運用基金２基金である。 

  当年度末現在高は、１７２億３,９８１万円で前年度末現在高の１６１億６,０

３２万２千円と比べ、１０億７,９４８万９千円（６.７％）の増加となってい

る。 
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 注 定額運用基金：特定の目的のために、定額の資金を運用する基金 

積立型基金：資金を積み立てておいて、必要に応じて取崩をおこない、財源に

充てる基金 

果実運用型基金：資金を積み立てておいて、取崩すことなく、運用益（利息）

のみを財源に充てる基金 

 

   各基金の状況は、次のとおりである。 

 

  ◎ 公共施設等建設基金（積立型基金） 

    公共施設の建設資金に充てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金           ２３億３,４７８万円 

      預金利子                    １４３万４千円 

   ・ 当年度取崩額                   ８,２００万円 

   ・ 当年度末現在高                  ５２億２,２４５万１千円 

 

  ◎ 職員退職手当基金（積立型基金） 

    職員退職手当の資金に充てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金              ３億５,０００万円 

      預金利子                      １５８万２千円 

   ・ 当年度取崩額                        ０円 

   ・ 当年度末現在高               ２０億８,６５１万９千円 

 

  ◎ 財政調整基金（積立型基金） 

    災害復旧、市債の繰上償還その他財源の不足を生じたときに充てるための

基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金             ７億６,９５２万４千円 

      預金利子                      １万２千円 

   ・ 当年度取崩額                 １１億４,９０１万５千円 

   ・ 当年度末現在高                ５６億６２０万８千円 
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  ◎ 環境緑化基金（積立型基金） 

    市内の緑化推進及び緑化保全の資金を積み立てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金              ４,７６９万８千円 

      預金利子                      ３万４千円 

   ・ 当年度取崩額                         ２,７００万円 

   ・ 当年度末現在高                ５億９,０９９万３千円 

 

  ◎ 平和事業基金（積立型基金） 

    本市の核兵器廃絶・平和都市宣言、国際交流及び多文化共生の高揚を図る

ことを目的として行う事業に要する財源を確保するための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金                ３７万６千円 

      預金利子                        １千円 

   ・ 当年度取崩額                   １９４万５千円 

   ・ 当年度末現在高                ９,６３５万９千円 

 

  ◎ バリアフリー事業推進基金（積立型基金） 

    本市におけるバリアフリー事業の推進を図るための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金                      ０円 

      預金利子                             ０円 

   ・ 当年度取崩額                        ９００万円 

   ・ 当年度末現在高                 ６,６６９万４千円 

 

  ◎ 土地区画整理事業基金（積立型基金） 

    土地区画整理事業の円滑な実施を図るための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      土地区画整理事業特別会計からの積立金   １億６,１１０万６千円 

      預金利子                      ２５万６千円 

   ・ 当年度取崩額                         ０円 

   ・ 当年度末現在高                 １０億３３８万４千円 
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  ◎ 介護給付費準備基金（積立型基金） 

    介護保険法第１４７条第２項第１号に規定する計画期間における財政の均

衡を保つための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      介護保険特別会計からの積立金          ２億２,７８２万円 

      預金利子                      １万１千円 

   ・ 当年度取崩額                   ６,９２９万円 

   ・ 当年度末現在高             １０億９,９３７万５千円 

 

  ◎ 市民体育施設整備基金（積立型基金） 

    市民体育施設の整備資金に充てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金                     ０円 

      預金利子                           ０円 

   ・ 当年度取崩額                     ２億１９９万４千円 

   ・ 当年度末現在高                           ０円 

 

  ◎ 学校施設整備基金（積立型基金） 

    小中学校施設の整備資金に充てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金             １億１,０００万円 

      預金利子                          ０円 

   ・ 当年度取崩額               １７億１,８０９万１千円 

   ・ 当年度末現在高                         ０円 

 

  ◎ 減債基金（積立型基金） 

    市債の償還の財源を確保し、健全な財政運営に資するための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金                    ０円 

      預金利子                      １２１万５千円 

   ・ 当年度取崩額                              ０円 

   ・ 当年度末現在高               ３億２,８４８万９千円 
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  ◎ 新選組関連資料収集基金（積立型基金） 

    新選組関連の資料収集資金に充てるための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金                   ０円 

      預金利子                         ０円 

   ・ 当年度取崩額                         ０円 

   ・ 当年度末現在高                 ２,１４１万６千円 

 

  ◎ ごみ処理関連施設及び周辺環境整備基金（積立型基金） 

 ごみ処理関連施設及び周辺環境の整備資金に充てるための基金で

ある。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金                 ３億６万円 

      預金利子                     ３万８千円 

   ・ 当年度取崩額                        ０円 

   ・ 当年度末現在高               ９億６,２０８万６千円 

 

  ◎ 福祉あんしん基金（積立型基金） 

    市民生活安定及び福祉諸施策の推進を図るための基金である。 

   ・ 当年度積立金 

      一般会計からの積立金                 ３,５９５万円 

預金利子                          ０円 

   ・ 当年度取崩額                        ０円 

   ・ 当年度末現在高              １億４,４８３万８千円 
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◎ 新型コロナウイルス感染症対策基金（積立型基金） 

    新型コロナウイルス感染症の対策に資する事業に充当するための基金で 

ある。 

   ・ 当年度積立金   

      一般会計からの積立金                 ５５４万３千円 

預金利子                          ０円 

   ・ 当年度取崩額                   ５６１万７千円 

   ・ 当年度末現在高                       ０円 

 

 

注 基金（国民健康保険高額療養費貸付基金及び国民健康保険出産費資金貸付基金 

を含む。）は、あくまで財産であるという性格から、歳計現金について定めら 

れている出納整理期間に係る規定（地方自治法第235条の5）の適用はない。 

したがって、出納整理期間中における各会計から各基金への積立・取崩は基金 

としては翌年度の収支となるため、決算書から求められる数字とは異なる。 
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表32 

財 産 現 在 高 一 覧 表 

令和５年度末 令和４年度末

現  　在　  高 現　  在 　 高

㎡ 1,745,047.06 1,744,134.04 913.02

木 造 （ 延 面 積 ） ㎡ 9,077.52 8,801.14 276.38

非 木 造 （ 延 面 積 ） ㎡ 351,964.41 350,099.22 1,865.19

計 ㎡ 361,041.93 358,900.36 2,141.57

円 50,100,000 50,100,000 0

円 662,556,000 662,556,000 0

台 54 50 4

件 439 432 7

円 1,300,000,000 1,400,000,000 △ 100,000,000

円 17,239,810,466 16,160,321,588 1,079,488,878

円 5,222,450,772 2,968,236,608 2,254,214,164

円 2,086,519,243 1,734,937,307 351,581,936

円 5,606,208,125 5,985,687,743 △ 379,479,618

円 590,992,522 570,260,116 20,732,406

円 96,358,532 97,926,735 △ 1,568,203

円 66,693,859 75,693,361 △ 8,999,502

円 1,003,383,907 842,022,236 161,361,671

円 1,099,375,031 940,834,270 158,540,761

円 0 201,993,869 △ 201,993,869

円 0 1,608,090,541 △ 1,608,090,541

円 328,488,690 327,273,562 1,215,128

円 21,416,339 21,416,141 198

円 962,085,606 661,987,754 300,097,852

円 144,837,840 108,887,345 35,950,495

円 0 74,000 △ 74,000

円 10,000,000 10,000,000 0

円 1,000,000 5,000,000 △ 4,000,000国民健康保険出産費資金貸付基金

市 民 体 育 施 設 整 備 基 金

学 校 施 設 整 備 基 金

減 債 基 金

新 選 組 関 連 資 料 収 集 基 金

福 祉 あ ん し ん 基 金

新型コロナウイルス感染症対策基金

増　　　減区　　　　　　分

公
　
有
　
財
　
産

土 地 （ 地 積 ）

建
物

有 価 証 券

国民健康保険高額療養費貸付基金

債 権

内
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
訳

公 共 施 設 等 建 設 基 金

単位

出 資 に よ る 権 利

職 員 退 職 手 当 基 金

財 政 調 整 基 金

ごみ処理関連施設及び周辺環境整備基金

バ リ ア フ リ ー 事 業 推 進 基 金

土 地 区 画 整 理 事 業 基 金

介 護 給 付 費 準 備 基 金

環 境 緑 化 基 金

平 和 事 業 基 金

自動車以外の物品で１品目の取得
価 格 が １ ０ ０ 万 円 以 上 の も の

基 金

物
　
品

自 動 車
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９ 基金（特定の目的のために定額の資金を運用するための基金）の運用状況 

 

定額運用基金の運用状況は、次のとおりである。 

 

 ◎ 国民健康保険高額療養費貸付基金（定額運用基金） 

   国民健康保険法第５７条の２に規定する高額療養費の負担に充てるべき資金

を貸し付けるための基金である。 

  ○ 基金の額                       １,０００万円 

     当年度末残金                    １,０００万円 

     当年度末貸付残額                      ０円 

   ・ 貸付額（当年度中に貸し付けた額）は、６２万２千円で前年度４１万６

千円と比べ、２０万６千円（４９.５％）の増加となっている。 

   ・ 償還額（当年度中に償還された額）は、６２万２千円で前年度１５２万

９千円と比べ、９０万７千円（５９.３％）の減少となっている。 

・ 回転数は０.１回で、前年度０.０回と比べ、皆増となっている。 

 

注 回転数とは、決算年度中に貸し付けた額を基金の額で除した数値をいう。 

 

 ◎ 国民健康保険出産費資金貸付基金（定額運用基金） 

   国民健康保険法第５８条第１項の規定による出産育児一時金の支給を受ける

ことが見込まれる世帯主に対し、出産育児一時金の支給を受けるまでの間、当

該出産育児一時金の支給に係る出産に要する費用を支払うための資金を貸し

付けるに当たり、事務の円滑な実施を図るための基金である。 

  ○ 基金の額                        １００万円 

     当年度末残金                     １００万円 

     当年度末貸付残額                      ０円 

・ 貸付額（当年度中に貸し付けた額）は、０円で前年度と同一である。 

・ 償還額（当年度中に償還された額）は、０円で前年度２４万円と比 

べ、皆減となっている。 
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第３ 意見・要望等 

 

 令和５年度の一般会計当初予算は、新型コロナウイルス感染症拡大の中での予算

編成となり、過去３番目に大きな予算規模となった。 

 歳入は、新型コロナウイルス感染症の影響からの回復傾向にあるため、個人市民

税は増加を見込む一方で、物価高、エネルギー価格の高騰、円安などの影響により、

法人市民税は減少を見込み、地方譲与税及び各種交付金については増額した予算と

なった。 

 歳出では、若年層職員の給与引き上げ、職員勤勉手当の引き上げの一方、定年延

長による定年退職者が発生しないため、人件費は減額。障害者自立支援給付費や生

活保護費、高校生等医療費助成制度の開始に伴い、扶助費は増加。子ども包括支援

センター建設工事、七小学童クラブの新園舎建設など、普通建設事業費は増加。光

熱水費や委託料などの物件費についても増額した予算となった。 

 一般会計の決算について見てみると、歳入総額は７８２億１,１６６万５千円で、

前年度比０.９％増加した。歳出予算は７４３億２,１６５万４千円で、前年度比０.

５％減少した。実質収支額は、３７億５,１２６万５千円で、前年度比４２.１％の

増加となった。 

 特別会計４会計を含む総合計では、歳入総額は１,１９１億２,８７８万２千円で、

前年度比１.７％増加した。歳出総額は１,１４５億５９２万１千円で、前年度比０.

８％増加した。一般会計及び特別会計の実質収支額の合計は４４億８,４１１万６千

円で、前年度比３６.５％の増加となった。 

 財政指標（普通会計）については、単年度の財政力指数が０.９１８で、前年度比

０．００１ポイント上がり、令和５年度も引き続き普通交付税交付団体となってい

る。 

実質収支比率は１０.９％で、前年度比３.５ポイント上がった。公債費負担比率は、

７.２％で前年度比０.１ポイント上がった。財政構造の弾力性を示す経常収支比率

は９４.４％で、前年度比２.０ポイント上がった。経常収支比率は、１００％に近

づくほど硬直化し、住民の新たなニーズ等に対応できる財源が少なくなり、低いほ

ど財源に余裕があり新たな事業への投資など柔軟な財政運営ができることを表して

いる。 

 令和５年度の市民税のうち、個人市民税現年課税分の納税義務者及び一人当たり 
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の課税額が共に増加したことにより、収入済額は前年度比３億９４３万円増加した

が、収納率は０.１ポイント減少した。法人市民税現年課税分は中小企業数の増加及

び収益回復はみられるものの、一部の企業の業績悪化の影響等により、収入済額は

前年度比１億３,４７５万７千円の減少、収入率は０.８ポイントの減少となり、現

年度の個人・法人合計で、収入済額は前年度比１億７,４６７万３千円増加したが、

徴収率は９９.１％となり、前年度と比べ０.２ポイント下がっている。 

 市税全体（滞納繰越分を含むすべての市税）では前年度比３億３,９０９万７千円、

１.１％の増加となり、歳入全体に占める割合は４０.２％で、前年度４０.１％と比

べ０.１ポイントの増加となった。 

 

令和５年度の決算審査においては次の点を要望する。 

 

１ 歳入事務の例規に反した事務執行について 

 決算審査を行うにあたり、各課への説明聴取を実施し、歳入科目にある手数料

の事務の取扱いを確認したところ、証明発行手数料に収入未済額が生じている課

があった。収入未済額発生の説明は、電話で証明書の発行を依頼され、証明書と

納付書を同封して郵送したが、本人が支払いをせず、滞納状態となっているもの

であった。 

 また、他の部署では、窓口で証明書発行と同時に納付書を手渡し、会計課窓口

で支払うよう指示をしているとの説明を受けた。 

 日野市手数料条例第４条に、「徴収の時期等」が規定されており、「事務執行の

際徴収する」としている。つまり、証明書を発行する際に徴収しなければならな

い。収入未済額の発生した原因及びそのリスクは、例規に反する手続きを行って

いるので、早急に見直されたい。 

 

２ 適正な予算科目の適用について 

  予算科目は、支払いの対価や目的、性質、用途等により、適切な科目で予算措

置をしなければならない。 

（１） 主管課契約の消耗品費の支出負担行為から支払いまでを確認したところ、

１件３万円以上のテーブルを複数台購入していた。日野市物品管理規則第５

条「備品の定義」について、「物品のうち、単体で機能する物品で、耐用年数

が１年以上、かつ、その購入価格が３万円以上のものを備品とする。」と規定 
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している。これに該当するものは、備品購入費で購入すべきものであり、予 

算措置の段階で消耗品であったとしても、また、年度末の支出負担行為で新 

年度事業に間に合わせる必要があったとしても、見積合わせの段階で備品相 

当の認識をしていたのであれば、予算流用を行い正しい支出科目での事務処 

理を行うべきである。また、１件３０万円未満の物品の購入契約は、主管課 

で支出負担行為から支出伝票の手続きまでできてしまうため、チェック機能 

が働かなかったものとも考えられる。なお、消耗品費で購入したものではあ 

るが、物品の性質は備品であるので、物品管理規則に従い適切に管理された 

い。 

 

（２） 決算審査の説明聴取において、消耗品の種類及び用途について確認したと

ころ、主管課事業のために消費するものではなく、事業者へ譲与し事業者の

営業のために消費されているものであった。地方自治法第２１６条で、「歳出

にあっては、その目的に従ってこれを款項に区分しなければならない。」また、

同施行規則第１５条第２項で、「歳出予算に係る節の区分は、別記のとおり定

めなければならない。」とされ、総務省が示す別表「歳出予算に係る節の区分」

の備考１に、「節及びその説明により明らかでない経費については、当該経費

の性質により類似の節に区分整理すること。」と明記している。つまり、現物

給付を行う場合であっても、その支出の目的及び性質に則した（謝礼目的な

らば謝礼金、事業補助目的ならば補助金、社会保障給付ならば扶助費等）歳

出科目で支出すべきである。 

    ついては、予算科目の見直し、又は、事業者補助であれば、補助金要綱を

整備したうえで、適切な予算執行及び事務処理をされたい。 

 

 

 基金（特定の目的のために定額の資金を運用するための基金）の運用状況につ

いて 

 

令和３年度決算審査で指摘をした、国民健康保険高額療養費貸付基金及び国民

健康保険出産費資金貸付基金の未回収の貸し付けは、令和４年度決算において適

正に処理をされ解消されたところであり、令和５年度では国民健康保険出産費資

金貸付基金の額を、貸し付け実態に則した額に減額したことについて評価する。 

基金の運用については、適正に執行されているものと認められた。 


